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概要書 
本稿の目的は、これまでにマーケティングの諸分野で検討されてきた顧客の離脱に関す
る研究から、顧客離脱の要因とメカニズムについて得られた知見を明らかにし、今後の研
究課題を明らかにすることある。 
マーケティングにおいて顧客の維持を目的とした研究は数多くなされてきた。こうした
研究の背景にあるのは、顧客維持率を 5％上げれば、収益率が 100％向上する（Richheld and 
Sasser 1990）という主張がある。事実、著者が勤務する株式会社ベネッセコーポレーショ
ン（以下、ベネッセ）の通信教育事業においては、既存顧客の月次継続率を 1%向上させ
ることで、1 つの事業で少なく積算しても約 15 億の純利益をもたらすことが確認されてい
る（小野 1998）。 
顧客維持によって収益を向上させることを目的とした手法として代表的な、リレーショ
ンシップ・マーケティングや CRM に関する研究において、共通する顧客理解に対する考
え方は、顧客の効果的なセグメントである。しかし、今日のわが国のような少子高齢化に
よって市場が縮小していく環境下において、利益を生まない（もしくは、利益への貢献の
低い）顧客を単純に切り捨てる判断をすることは現実的には難しく、事業縮小にもつなが
る可能性がある。そのため、顧客の維持を図るうえで、これまでのような「いかに顧客を
維持するのか」を目的とすること以上に、「顧客の離脱要因およびプロセスを明らかにして、
阻止すること」を目的とした研究が重要になってくる。 
しかし、顧客離脱に関する研究は「いかに顧客を維持するのか｣という目的設定のなか
で検討されることが多く、顧客維持のメカニズムを裏返しとして捉えられてきた。しかし、
顧客維持のメカニズムと顧客離脱のメカニズムは裏返しで考えることができないというこ
とを指摘する研究（LaBarbera and Mazursky 1983, Keaveney 1995, Roos 2002 など）もある。 
私が所属をしており、現在も成長を続けている企業の多い通信販売業の例を出すまでも
なく、多くの企業は販売・広告に対する投資金額を、顧客の一定期間のリピート取引（期
間全体での収益）を前提として決定することが多い。こうした企業にとって、市場が成熟
化していくなかで、顧客維持のメカニズムの裏返しでない「顧客離脱の要因やプロセス」
を明らかにすることは、今後の成長の土台になる。このように業種や業態を問わず、企業
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経営において今後より注目されていくであろう「顧客離脱」について、本稿では「顧客が
これまでに購入していた商品・サービスの再購買・反復購買を止めること」と広く捉えて
定義し、先行研究を幅広くレビューしていった。顧客離脱に着目した研究は、マーケティ
ング研究の様々な分野で言及されてきたため、本稿では時系列の系譜を追っていくのでは
なく、大きく 5 つに分類して論じた。 
最初に、第 1 章では、顧客離脱に関する研究として初期のもので、その後の顧客離脱研
究に大きな影響を与えた Hirschman(1970)の研究と、その拡張モデルを検討した。これらの
モデルの背景にあるのは「顧客満足／不満足－再購買／離脱」という関係性への着目であ
り、顧客不満足への反応として顧客離脱は捉えられてきた。そのため、第 1 章では顧客満
足研究における「顧客満足－ロイヤルティ（再購買）」の関連を対象とした研究からの知見
についても言及し、「満足/不満足（感情的ロイヤルティ）－再購買意向/離脱意向（動能的
ロイヤルティ）－再購買/離脱（行為的ロイヤルティ）」の因果関係や、顧客満足モデルに
ついても検討した。 
次に、第 2 章では、Hirschman(1970)や顧客満足モデルで示された「満足/不満足－苦情行
動－対応への満足/不満足－再購買／離脱」というプロセスに焦点を当てて、顧客による苦
情行動と離脱の関係についての研究を検討した。顧客の苦情行動および、それに対する企
業の対応については、企業の収益を左右するものとして数多くの研究が行われてきた。し
かし、離脱との関連性に焦点を当てて、その因果関係を分析した研究は少ないため、本稿
では離脱研究において参照されることが多い Bolton and Bronkhort(1995)による研究と、苦
情行動をとった顧客の報復欲求（苦情行動をとる意向）や離脱欲求の、時間経過に合わせ
た変化を検証した Grégoire, Tripp and Legoux(2009)の研究を中心に検討を行った。 
苦情行動と離脱の関連性を対象とした研究からは、「苦情行動－対応への満足/不満足－
離脱/再購買」という因果関係が初期の研究で想定されていたような「不満－離脱」の関係
によって反応的に離脱が決められるわけではなく、代替選択肢の数などの競争環境や、顧
客の信頼や関与を反映した関係性品質が影響することが明らかになった。 
そして、続いて第 3 章では、「顧客満足／不満足に限定されない離脱検討のきっかけ」
を整理したうえで、「離脱検討のきっかけ－離脱検討段階－離脱決定段階－離脱行動」とい
う離脱行動を顧客がとるまでの過程に着目した研究を検討した。 
実務において、顧客の離脱要因やプロセスを検討する際、多くの場合において、これま
での章で議論してきた顧客不満足を離脱要因とすることが多い。ベネッセにおいても、月
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次継続率の向上を図る際に参照されるのは、顧客の商品評価に対する「教材の設問の難易
度や、解答の所要時間、学校の授業の進度と合っているか」、「子ども向けの玩具やビデオ
を子どもが喜んで観たか、遊んだか、おもしろかったか」などについてのフィードバック
や添削課題の提出率についての検討が中心となる（小野 1998）。 
しかし、離脱検討のきっかけとなるのは、顧客の生活環境の変化や、競合他社からのア
プローチによる影響もあることが指摘されていおり、第 3 章は、実務に携わる者に対して
も発見や示唆が多いことが期待されることから、本稿においては特に重点を置いた構成と
なっている。 
また、この章では、顧客の離脱検討や離脱行動の決定に対して、事前態度としてのロイ
ヤルティや関与、期待といった規定要因が与える影響についても、2000 年前後以降の研究
を中心に検討していった。顧客離脱の過程についての研究は、2000 年前後以降に増えてお
り、その背景として、Keaveney (1995)によって顧客満足／不満足以外の顧客離脱に影響する事象
について整理がなされたこと、「顧客満足－ロイヤルティ」の学習継起に関する研究がなされ
たこと、バラエティ・シンキング研究が進展したことなどが推察される。 
そして、第 4 章では、第 3 章で明らかになった顧客離脱の過程に対して、スイッチング・
バリアが与える影響に焦点を当てた。しかし、顧客の離脱過程とスイッチング・バリアの
関連性は離脱研究の極めて初期の段階から言及されているものの、これらの関連性に明確
な焦点を当てた研究はほとんど見られない。そのため、第 4 章では、「顧客満足－ロイヤル
ティ」の形成過程に対するスイッチング・バリアの影響を考察した先行研究を整理するこ
とで、離脱に対してスイッチング・バリアが与える影響について考察をすることとした。 
第 5 章では、顧客の維持および離脱に対する外的要因として、今後、より注目されるこ
とが想像されるネットワーク効果と離脱の関連について検討した。しかし、マーケティン
グ研究においてネットワーク効果やプラットフォームの特性にまで言及して、顧客維持や
顧客離脱に焦点を当てた先行研究はまだ少ない。そのため、戦略論において議論されてき
たことを踏まえ議論していった。そのため本稿では、マーケティング分野における先行研
究と戦略論における知見を整理したうえで、スイッチング・バリア研究において指摘され
たことを適用して考察をしていった。 
最後に、終章ではこれまでの議論を総括するとともに、今後の研究課題として契約型・
非契約型の取引形態の違いによる離脱過程の違いや、代替品が「離脱のきっかけ－検討―
決定－行動」のプロセスに対して与える影響について考察し、今後の研究において明らか
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にすべきことを整理した。 
CRM に関する研究等では、顧客の過去の行動から、将来の離脱行動を予測する研究が多
くなされてきた（Neslin, Gupta, Kamakura, Junxiang, and Mason 2006 など）。しかし、こうし
た研究については、下図のように、過去の顧客の行動データから、離脱傾向がある顧客の
行動特性を明らかにして、将来の離脱行動の確率を予測するという考えに基づいたものが
多く、「なぜ顧客は離脱したのか？ それはどのようなプロセスで決定されたのか？」とい
う顧客の行動や事象の背景を理解して打ち手を考察していく、という本稿の目的に対する
貢献は限定的なものとなると考え、レビュー対象から外して言及していない。しかし、離
脱につながる顧客の行動を明らかにすることによって得られる知見もある可能性がある。
そのため、本稿では、この分野における離脱研究の成果に対する言及は最低限として、顧
客の離脱要因および離脱の過程についての考察をしていく。 
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序章 
本稿の目的は、これまでマーケティングの様々な分野で検討されてきた「顧客離脱」に
関する研究を総合的に検討し、今後の研究課題を提示するとともに、顧客維持戦略の実行
に対する示唆を示すことにある。本章では、こうした研究課題を設定した背景、研究の切
り口と全体の構成について説明する。 
第1節 顧客維持研究に対する問題意識 
嶋口(1994)は、企業におけるマーケティングの目的は「時代のイノベーションを取り入
れつつ、社会の生活者、流通取引業者、その他の多様な利害関係者との長期継続的な良縁
を維持し…顧客創造の仕組みをつくることにある」としている。事業の成否は基本的に相
手に依存するものであり、顧客の購買意思決定に長期的に関与していくための顧客維持の
重要性は、市場が成熟化した今日、ますます高まっている。 
こうしたマーケティングの目的を実現するため、顧客の維持を目的とする研究が多くな
されてきた。顧客との長期的な関係の構築・維持を通じて収益を高める手法として、リレ
ーションシップ・マーケティング（relationship marketing）や CRM（Customer Relationship 
Management）がある。リレーションシップ・マーケティングの分野では、長期的な関係性
構築をすることの結果として、顧客が製品・サービスが持つ価値に加えて、取引に対する
安心感や、安定感、信頼感を感じて取引コストが減尐する（Grönroos 2004）ことや、顧客
から一定期間に渡って得られる利益から個々の顧客が持つ価値を捉えることで収益性の向
上がはかれることが指摘されてきた。 
CRMの重要性を説く背景にあるのも、Richheld and Sasser (1990)による「顧客維持率を5％
上げれば、収益率が 100％向上する」という主張である。こうした主張は、新規顧客の獲
得費用は既存顧客の維持費用よりも高いので、既存顧客の離脱を避けることができれば、
新規顧客獲得のプロモーション・コストを下げられるし、満足した顧客によるクチコミな
ども期待できるといった文脈によってなされてきた。 
このような顧客の維持を目的とする研究において共通する、顧客理解に対する考え方は、
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(1)顧客を効果的にセグメントし、(2)利益を生む顧客との長期的な関係を構築・維持し、(3)
利益を生まない顧客をいかに扱うか決定し、(4)市場への提供物と販促努力をカスタマイズ
していく（Srivastava, Sheravani, and Fahey 1999）というものである。そして、セグメント
された対象に、ロイヤルティ・プログラムやダイレクト・メールなどの販促を実施し、顧
客維持への効果を検証する研究も多数行われてきた（南 2006）。 
しかし、こうした「利益を生む顧客と利益を生まない顧客をセグメントして、いかに顧
客を維持していくのか？」を目的とした研究には、以下 2 つの問題があると考える。 
まず、第一に、顧客維持につながる再購買や反復購買に影響する要因と、離脱の決定に
影響する要因は、裏返しで考えることができない（LaBarbera and Mazursky 1983, Keaveney 
1995）ことがある。そのため、「いかに顧客を維持するか？」を目的とした研究からの知見
が、「なぜ顧客が離脱したのか？」を理解して顧客の離脱を阻止することを目的に戦略を考
えることに対する貢献は限定的になる。 
そして第二に、今日のわが国のような尐子高齢化が進行し市場が縮小していく環境下で
は、利益への貢献が低い顧客への投資を押さえて、何ら関係性を構築しないまま離脱をさ
せてしまうことは、事業の縮小につながりうる。また実務において、収益性のみを判断基
準として利益貢献度の低いセグメントの売上を切り捨てる判断をすることは難しい。 
また、顧客維持や離脱に関する研究としては、Neslin, Gupta, Kamakura, Junxiang, and 
Mason (2006)など、将来の顧客離脱率を予測したり、離脱につながる顧客の行動を明らか
にしたりすることを目的とした研究も数多くなされてきた。こうした研究では下図のよう
に、過去の顧客の行動データから、離脱傾向がある顧客の行動特性を明らかにして、将来
の離脱行動の確率を予測するという考えに基づいたものが多い。 
 図序-1．顧客の取引過程に対する購買確率モデルの視点 
潜在的な
特性（Θ）
過去 未来
 
出典：Fader and Hardie (2009)より 
 3 
こうした研究で検討されてきたモデルは、顧客維持率を予測することで売上やシェアに
与える影響を検討することを目的とした場合や、マーケティング予算を顧客維持と新規獲
得に配分する場合には有効である。しかし、これらの研究は顧客の行動とその結果に着目
した考察に限定されるため、戦略の前提となる「なぜ顧客は離脱したのか？ それはどの
ようなプロセスで決定されたのか？」という顧客の行動や事象の背景を理解して打ち手を
考察していく、という目的に対する貢献は限定的なものとなる。こうした背景から、本稿
では、この分野における離脱研究の成果に対する言及は最低限として、顧客の離脱要因お
よび離脱の過程についての考察をしていく。 
第2節 企業成長と顧客離脱 
私が勤務する株式会社ベネッセコーポレーション（以下、ベネッセ）の中核事業である
通信教育「こどもちゃれんじ」・「進研ゼミ」は、2010 年 4 月現在、12 歳以下の幼児・児童
の市場においてシェアは 20％を超えており、わが国が尐子化を迎えるなかで継続的な成長
を実現するには、新規顧客の獲得率を高めるとともに、既存顧客の継続受講の促進しなが
ら、顧客単価を向上することが不可欠となっており、現在、ベネッセでは、これらを実現
するため、顧客との関係性について下図（序-2．）のような循環型のモデルを描き、戦略構
築の柱としている。 
序-2．ベネッセが目指しているマーケティングのモデル 
顧客の
ファン
シンパ化
顧客の
創造
顧客の
特定
顧客の
獲得
- これから -
顧客に寄り添いながら
関係性を深める
ダイレクトマーケティングモデル
コミュニティ化
きっかけづくり
出会い
入会・購入関係性構築
 
出典：「TSUHAN2009」資料より 
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尐子高齢化が進む中でより高いシェアを獲得することを目的とする上記モデルを構成
する要素は、（1）顧客情報を保有しない非顧客を特定して潜在顧客にすること、（2）潜在
顧客を購買履歴のある既存顧客にすること、（3）既存顧客と長期的な関係を構築していく
こと、の 3 つである。ベネッセでは、これらの 3 つを（1）→（2）→（3）→（1）…と循
環させることで継続的な成長を実現するためにマーケティングを実施している。 
さらに、ベネッセの通信教育事業においては、既存顧客の月次継続率を 1%向上させる
ことは、1 つの事業（講座）で、尐なく概算しても約 15 億もの純利益をもたらすことがあ
きらかになっており（小野 1998）、「一度、関係をもった顧客の『離脱』についての要因と
プロセスに対する理解を深めて、これを最小にする」ことが重要になる。 
このような場合、「どうしたら顧客に継続してもらえるのか？」の検討だけでなく、「顧
客がどのような要因によって離脱していくのか？ その意思決定プロセスはどのようにな
っているのか？」を理解して、「いかに離脱を阻止するにはどうすればよいのか？」という
目標設定が重要となる。 
そして、このような顧客離脱を防ぐことを目的としたマーケティングの実施は、ベネッ
セに限らず国内の多くの産業において重要な戦略課題となっている。Roos(2002)は、通信
インフラなどの技術の進展によって、製造業や携帯電話のキャリアなどのような産業にお
いても顧客対忚の場面が増えていることを背景に、離脱が生まれる顧客接点を管理するこ
との重要性がますます高まっていることを指摘している。また、インターネットの普及な
どによって、製品やサービスにおいて顧客満足につながる要素が変わってきていることに
言及して、顧客の離脱のメカニズムを考察することの重要性を説明している。 
これは、わが国において成長を続ける通信販売業（表-1.）でも同様である。これは通信販
売業が、顧客に直的的な対忚をする接点を多くもっていることだけが理由ではない。通信
販売業では多くの場合、初回の新規獲得費用は、顧客維持のための費用よりも大きいこと
がほとんどである。そのため、提供している製品・サービスによっても異なるが、新規に
獲得した顧客が初回に単品のみ購入して離脱した場合、その顧客に関しては投資回収が困
難になるビジネスモデルを構築している通信販売業は多い。 
通信販売を実施している企業の多くは、販売・広告への投資の結果を CPO（コスト・パ
ー・オーダー、販売一件当たりの発信費）等のある 1 時点での評価と合わせて、個別の顧
客の一定期間のリピート取引による「期間全体での収益」から成功・失敗を判断していく。
つまり、顧客の離脱率が高ければ、初回の新規顧客の獲得数は十分でも失敗と判断される。 
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序-3：わが国における通信販売の市場規模 
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出典：日本通信販売協会 2010 年 8 月 23 日プレスリリース資料より 
 
そして、このような失敗が続けば、それはそのまま販売・広告費の縮小につながり、事業
の成長を止めることになってしまう。つまり、表序-1．のような市場の成長は、各社がこ
うした問題を解決することで初めて可能となる。 
そのため、通信販売を実施している企業の多くは、販売・広告への投資の結果を CPO（コ
スト・パー・オーダー、販売一件当たりの発信費）等のある 1 時点での評価と合わせて、
個別の顧客の一定期間のリピート取引による「期間全体での収益」から成功・失敗を判断
していく。つまり、顧客の離脱率が高ければ、初回の新規顧客の獲得数は十分でも失敗と
判断される。そして、このような失敗が続けば、それはそのまま販売・広告費の縮小につ
ながり、事業の成長を止めることになってしまう。表序-1．のような市場の成長は、こう
した問題を解決することで初めて可能となっている。そして、このような、長期取り引き
によって、投資を回収して成長の土台を作るという考えは、通信販売業に限定された問題
ではないであろう。 
Trout(2001)は、「今日、レース参加者（競合）の数は増える一方で、わずかなミスでも、
競争相手の大群につけ込むチャンスを与えることになる」と、「失敗」について理解するこ
との重要性を指摘している。現代の企業が成長していくには、「顧客離脱の要因やメカニズ
ム」を理解して、失敗のない顧客維持戦略の構築が必要になっている。 
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第3節 離脱の定義と本稿の構成 
本稿では、このような背景から、顧客維持戦略の構築に必要な「なぜ顧客は離脱するの
か？」の要因とメカニズムを明らかにすることを目指す。 
顧客の離脱を題材とした研究は、Hirschman(1970) による研究以降比較的多くなされて
おり、マーケティングにおいてもリレーションシップ・マーケティング、CRM、サービス・
マネジメント、ブランド・マネジメントなど様々分野で考察されてきた。これらの研究は、
「顧客の離脱を防ぐ」という視点に立ち、顧客維持とは逆の方向に顧客の心理や行動を捉
えることで離脱を考えるものが多く、離脱の要因や過程を明らかにすることを目的とした
研究は尐ない。 
そのため、本稿では「離脱」の定義を「顧客がこれまでに購入していた商品・サービス
の再購買を止めること」と広く捉え、Hirschman(1970)以降のマーケティングにおける離脱
の要因や過程を扱った研究を総合的に検討していくことで、離脱の要因とメカニズムを明
らかにしていく。 
そのため章の構成は以下のようになる。まず、第 1 章、第 2 章では Hirschman(1970)以降
の、顧客と供給者間との間に何らかの問題が起きて、それに対する反忚のとしての離脱や
苦情行動といった顧客の反忚について検討していく。第 3 章、第 4 章では、問題が起きた
後に、離脱という行動を決めるまでの過程や検討プロセスと、この検討・決定過程に影響
するスイッチング・バリアとの関連性を整理することで離脱のメカニズムを考察していく。
そして、第 5 章では、顧客維持戦略を検討していくうえで、現在、注目を集めているネッ
トワーク効果と顧客離脱の関連について言及したい。そして、本稿では、先行研究から得
られた発見や成果を整理することで、今後の離脱研究課題を明らかにするとともに、今後
の研究の基礎にしたいと考える。 
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第1章 顧客満足による維持と離脱 
顧客の離脱やブランドのスイッチといった概念は幅広い研究分野で使用されてきたが、
これらの研究の目的は顧客との継続的な関係を維持することにあり、中核となっている考
え方は「顧客満足を維持もしくは高めることで、交換取引を維持して離脱を防ぐ」という
ものだ。 
こうした観点から離脱について考察した初期の研究として Hirschman（1970）がある。
本章では、Hirschman（1970）と、そのモデルを拡張した研究に当たりながら、主に顧客満
足研究の成果から「満足／不満足－再購買／離脱」の関係について検討していく。 
第1節 Hirschman による離脱研究 
第1項 「離脱（Exit）」「発言（Voice）」「忠誠（Royalty）」 
Hirschman (1970)は、顧客に販売することを目的として生産する企業における業績の低下
は、提供される商品やサービスの質の面での絶対的もしくは相対的低下が反映された結果
だと考えた。そして、経営者は、回復をもたらすための市場諸力としての「離脱（Exit）」
と「発言（Voice）」という２つの代替的ルートを通じて自らの失策を悟るとした。 
「離脱（Exit）」とは、顧客がある企業の製品の購入をやめる場合や、メンバーがある組
織から離れていくという場合をさしている。この離脱オプションが行使された結果として
収益が低下したり、組織のメンバー数が減尐したりする。そして、こうした結果から、経
営陣は離脱をもたらした欠陥を認識し、その原因がどんなものであっても、これを矯正す
る方法や手段を模索すると考えた。 
２つめの「発言（Voice）」である。顧客は、経営陣、あるいは経営陣を監督する他の権
威筋等に対して発言オプションを選択する（＝苦情を訴える）ことによって、自らの不満
を直接的に表明するとした。この発言オプションが行使された結果として、経営陣は顧客
の不満の原因をつきとめ、不満解消策を模索しなければならなくなる。 
そして、「離脱（Exit）」と「発言（Voice）」というこれら２つの概念を共存させる条件と
して、「ロイヤルティの維持（Loyalty）」という概念があると説明をしている。顧客の忠誠
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の度合が増すごとに、「発言」が行使される可能性は高まるし、品質を最も重視する顧客の
「離脱」を一定限度内に抑えられると考えた。そして「離脱」に対する制度的障壁がない
場合や、「離脱」の代償となる費用が低い場合に、「ロイヤルティの維持」によって離脱へ
の防護壁を作り上げることが可能になると説明した。企業と顧客の交換関係において問題
が起きた場合に、顧客は「満足」と「価格」、そして「代替商品の魅力」という３つの先行
要因から、「離脱」「発言（苦情行動）」「忠誠（ロイヤルティ維持）」というオプションの選
択をすると考えたのである。 
第2項 Hirschman(1970)による離脱と満足についての考察 
Hirschman(1970)は「離脱」という概念を考察するにあたって「ある企業の製品に不満を
感じ他の企業の製品に切り替える顧客は、自らの厚生を保持したり状況を改善したりする
ために市場を利用し、さらにまた他社と比較して業績が落ちている企業に回復をもたらす
市場諸力を稼働させる」という経済学のメカニズムに着目した。このメカニズムのもとで
は、企業の経営がうまくいっているのか、失敗しているのかは、統計上の数字を通してそ
の企業に伝えられる。つまり、離脱オプションを選択して商品を切り替えるという顧客側
の決定が生み出す副産物という「見えざる手」によるとしたのである。そして、政治学の
領域からより直接的に回復に寄与するメカニズムとして「発言（Voice）」に着目し、学際
的な研究を行おうと考えた。 
企業が有効な回復メカニズムをもつ完全競争モデルのもとで「離脱」の概念を考えるた
め、Hirschman(1970)は需要関数における購買量が価格に依存するのではなく、品質の変化
に依存するものとした。通常、経済学では、価格の変化が需要に与える影響を考察する場
合に、品質は不変なものとして仮定される。これと同様に、品質が低下している場合に、
価格は不変であると仮定したのである。 
また、品質の低下は偶発な効率性の低下によるものであり、品質を下げて費用削減をす
るといった企業側の意図による行為は考慮しないものとした。個別企業が衰退に見舞われ
る要因としての市場環境の変化も、経営者の努力によるコントロールが難しいため考慮し
ないものとした。結果として、企業経営者がコントロール可能なものとして「品質」と「価
格」からの考察が行われたのである。 
図 1-1．の(図 a)では、縦軸は品質であり、点 L0は通常の品質、点 L1 は品質の低下とな
る。そして、横軸には購買量をとっている。需要は、価格ではなく品質の関数であり、品
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質が低下するほど原点からの距離は遠くなり、需要曲線は右肩下がりの形をとる。そして
商品単位の価格が変化しないままで品質が L0 から L1 に低下したなら、需要は Q0から Q1
に低下し、総収益の損失は(図 b)のように長方形 Q1 Q0 T´P´0 という領域で示される。この
長方形 E こそが、「離脱」である。 
対する「発言」は、(図ａ) において 0 Q1 で示される離脱しなかった顧客の数と、L0L1
で示される品質低下の程度に依存する。発言の総量は長方形 L0 TP1 L1 の領域に比例する。
そして、離脱が大規模になればなるほど、品質の低下にともなう収益の下落も大きくなり、
それに気づいた経営者による欠陥の修復こそが離脱の機能であると考えたのである。 
図 1-1．需要が品質の関数である場合の発言と離脱 
（図ａ）
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下
 
出典：Hirschman (1970), （邦訳 p.144 より作図） 
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また、Hirschman(1970)の研究は極めて初期の研究でありながら、Brucks, Zeithamal and 
Naylor(2000)によって示された製品カテゴリーによって製品の知覚品質形成プロセスが異
なる点についても、限定的ではあるが考察されている。これは後述する Hirschman(1970)
の研究を拡張して行われた研究でも言及されていないことであり、特筆すべき点である。 
図 1-2．Brucks,Zeithamal, and Naylor（2000）による知覚品質の概念的モデル 
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出典：Brucks,Zeithamal, and Naylor(2000), P.363.より 
 
ある商品の価格が上昇したときに、限界的顧客、つまり消費者にとっての便益を指す消
費者余剰が最小の顧客（関心をもっとももたない顧客）は、最初に離脱する。そして、先
の図 1-1．であれば、この価格が向上したときに最初に離脱する顧客と、品質の低下によ
って最初に離脱する顧客は同じだと考えられる。こう考える背景には、品質の変化は、等
価的な価格・数量（equivalent price or quantity）の変化と同様に考えることができるという
前提がある。そして、品質の低下や価格の上昇がもたらす損失の程度は顧客によって違う
という前提に立って考えると、価格が上昇したときに最初に離脱する顧客と、品質が低下
したときに最初に離脱する顧客は必ずしも同一ではなくなる。 
図 1-3 の(図 a)のように、商品に対して A、B、C という３名の買い手がおり、商品１単
位を Pa、Pb、Pc という価格で購入するとした場合、彼らの需要はそれぞれ長方形で考え
ることができる。このとき、実際の単位価格が P であり、A、B、C がそれぞれ１単位購入
していると仮定すると、A の消費者余剰が１番大きく、B、C がこれに続く。このとき、
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価格が p'に上昇し、品質が変わらないままなら、顧客 C は離脱してしまう。次に、価格の 
図 1-3．目利きを必要とする商品の場合に逆転現象が起こる可能性 
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出典：Hirschman (1970), （邦訳 p.153 より作図） 
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代わりに品質を縦軸にとった（図 b）を考える。ここでは価格が不変のままで品質が低下
した場合にどのようなことが起きるかを検証した。 
3 人の顧客は、品質低下前の Q の状態で商品を購入しており、品質が低下し Q'になれば、
1 人は離脱することが考えられる。そして、このような逆転現象は、ワインやチーズ、子
どもの教育などの「目利きを必要とする商品」(connoisseur goods）カテゴリーにおいても
起きると考えた。目利きを必要とする商品カテゴリーにおいては、品質の低下は等価的な
価格上昇に反映されるものの、その等価的価格上昇の大きさが消費者によって異なるし、
等価的価格上昇が各人の消費者余剰と正比例の関係にあると考えたのである。 
こうした商品カテゴリーでは、ある製品に対して品質の低下前は実勢価格の２倍を支払
ってもよいと考えていた顧客は、より高価格な競合製品の品質が（購入していた商品より
も）低下していない場合には、すぐに離脱し代替品に切り替えてしまう可能性があること
が指摘されている。 
現代における趣味嗜好品に該当する、特定の顧客にとっては高関与となる商品カテゴリ
ーでは、消費者は実際に自分が購入した商品、高品質・高価格の代替品、および低品質・
低価格な代替品との間で何度も検討をするため、顧客は価格の上昇にはそれほど反忚しな
いが、品質の変化には敏感に反忚すると考えた。 
そして、目利きを必要とする商品の質が低下したときに、高品質・高価格な代替品しか
存在しないと仮定した場合、質の低下した既存の商品をもっとも高く評価していた消費者
がまっさきに高品質・高価格な代替品に切り替える可能性が高いことが指摘された。低価
格・低品質な代替品しかない場合には、品質を重視しない消費者よりも長く元の商品にこ
だわると考えたのである。 
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表 1-1．Hirschman(1970)による企業－顧客間の取引における顧客の離脱要因 
離脱要因 補足説明 
需要の変化 
顧客の商品・サービスに対する需要がなくなってしま
った場合や、商品の品質低下による不満から代替品を
検討するが同品質のものがなく需要を喪失してしま
った場合に離脱が起きる 
品質の低下 
需要曲線によるモデルや、限界的消費者余剰の大きさ
から、購入していた商品の品質低下から、より高品質
な商品、既存商品と同品質の商品、低価格な商品等へ
のスイッチ（離脱）を行うことがある。 
価格の上昇 
価格の上昇によって、消費者余剰がなくなり、代替品
へのスイッチ（離脱）がおきるとした。 
品質の相対的低下 
ナイジェリアの鉄道で業績が伸び悩んだ要因として、
公企業の提供するサービスに代わって、より満足のい
くサービスとしてトラックという代替手段が提供さ
れ、相対的に品質が低下による離脱に言及。発言メカ
ニズムを失った事例として紹介した。 
より高品質な商品への 
切り替え 
高級ワインや教育などの「目利きを必要とする商品」
(connoisseur goods）というカテゴリーでは、通常の
商品と離脱のプロセスが異なる点に言及。このカテゴ
リーでは、品質が低下したときに購入をやめる顧客
は、必ずしも価格が上昇したときに買うのをやめるわ
けではなく、高品質・高価格な商品へスイッチする可
能性が高い。 
出典：Hirschman(1970)の記述より筆者作表 
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第2節 Hirschman モデルの拡張 
Hirschman(1970)によるモデルは、交換関係において問題が起きた際に、顧客には「離脱」
「苦情行動」「ロイヤルティの維持」という選択肢があり、これらの選択に対する規定要
因として「品質に対する満足」、「代替案の魅力」そして「コスト」の 3 つが企業の経営
者が対忚できる要因として考えられた。こうしたモデルは、その後は人事組織の領域や心
理学の領域でも研究がなされ、多くの拡張モデルがつくられた。 
こうした拡張モデルに関する研究において、マーケティング領域の顧客維持やスイッチ
ング・バリアに関する研究等で多く引用されているものとして Ping(1993)による企業間取
引における問題への反忚と、これに影響を与える規定要因についての考察がある。 
Ping(1993)は、小売業者が供給業者との取引に問題が起きた際にとりうる反忚を、
Hirschman(1970)のモデルを拡張して考察した。そして、「離脱」、「苦情（問題が起きてい
る状況を変えるための建設的試みとしての発言）」、「忠誠（ロイヤルティの維持）」、「日和
見主義（離脱を意識して代替を検討）」、そして「無視（取引など接点を減らす）」の 5 つの
反忚があることを明らかにした。また、これらの 5 つの反忚に対する規定要因として「満
足」、「代替の魅力」、「関係性への投資」そして「スイッチング・コスト」があることを指
摘している。 
Ping(1993)の研究に対する問題意識の出発点は、当時、スウェーデンでは小売業者－供給
業者間で取引において毎年 10％程度の取引の解消が起きているにも関わらず、チャネル研
究が長期的な取引を前提にしていることへの問題意識があった。当時の「小売業者－供給
業者」間の取引において離脱が起きることを考慮した研究は尐なかったという。 
このような問題意識のもと、「流通チャネルにおける企業間取引に問題が起きた際に、
起こりうる小売業者の反忚の種類と、それらの反忚の規定要因」を、経済学領域の先行研
究である Hirschman(1970)の研究モデルを拡張することで明らかにすることを試みたので
ある。 
これより以前の Hirschman(1970)のモデルを拡張して行われた研究は、マーケティングの
領域での研究は尐なく、心理学や従業員－雇用主の関係性に関する研究が多かったという。
Ping(1993)は、これら各領域の先行研究にあたることで、過去の拡張モデルにおいて指摘さ
れていることを整理し、自身の研究課題の解決に生かしていった（表 1-2 参照）。 
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表 1-2．Hirschman(1970)以降の研究 
経済学の領域の研
究 
 
 
 
Hirschman(1970)による研究は、マーケティング領域での研究よりも組織研究
等で扱われることが多い。この場合、研究の焦点は、組織と構成員の関係で
あることが多く、問題があった場合に構成員が選びうる反忚として「離脱」、
「発言（問題解決のための建設的な試みとしての苦情）」、「ロイヤルティの
維持（何も行動せず忠実なまま）」があり、これらの３つの反忚に対する規
定要因として、「関係への満足」、「代替する関係性の魅力」、現在の関係性を
断ち代替する関係性を構築するための「スイッチング・コスト」の３点があ
ると Ping(1993)は指摘している。 
 
心理学領域での研
究 
Rodin(1982)は、「離脱」とは、個人が関係に対して認識している価値を失う
ことだと考えた。そして、関係性の価値は、関係性構築に伴う費用に対して
得られる喜びの比率と、代替可能性、そして関係性によって得られる満足の
程度によって決まるとした。 
Johnson (1982)は、「満足」は、「関係性によって得られるメリット」と「関係
性の構築のためのコスト」によって決まると考えた。 
 
※心理学領域の研究は Ping(1993)の記述から引用した。 
従業員と雇用主の
関係性についての
研究 
Mobley, Griffeth, Hand, and Meglino(1979)は、従業員の満足と売上の関係、そ
して従業員満足と離脱（離職）の関係に着目した研究を行った。従業員の離
脱と年齢や在職期間、仕事への満足、仕事内容、勤務継続意思には相関が見
られないとしたうえで、従業員が離脱に至るまでの過程を理解するには、ま
ず「問題に対する不満」があり、次いで「選択肢の評価」、そして最後に「離
脱」という手順を理解することが重要であることを明らかにした。 
Rosse and Hulin (1985)は、病院勤務者を対象に長期的な調査を実施して、職
場環境に不満がある場合に従業員が取りうる反忚として、離脱、問題の回避
(欠席等）、問題改善の試み、積極的な報復、調整といった反忚があると考え
た。 
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心理学領域の研究
と従業員－雇用主
の関係に関する研
究の両方で見られ
る研究 
 
Rusbult et al. (1982)および、 Rusbult, Farrell, Rogers, and Mainous(1988)の研究
では、問題への反忚には、「離脱」、「ロイヤルティによる苦情行動」、そして
「無視（接点を減らそうとする反忚）」があるとした。そしてこれらの問題
への反忚は、過去の「満足」の経験と、「代替の魅力」、そして関係性への「投
資」（関係性の構築と維持のために費やされた時間や努力、金銭など）に依
拠することが指摘されている。「満足」と「投資」が高まると、「離脱」や「無
視」に対して否定的になり、「ロイヤルティの維持」や「発言」に積極的に
なることを示した。 
 
マーケティング領
域の研究（チャネ
ル研究） 
Stern and Reve(1980)は、Hirschman(1970)に直接言及しているわけではない
が、チャネルの問題に対して政治経済学のフレームを使用した研究をしてお
り、取引に関わる経済的問題と、感情などの社会的問題（関係性）を分けて
「離脱」や「満足」について考察することの重要性を指摘した。 
Frazier(1983)は、企業間取引では取引開始からの歴史に着目することの重要
性に言及した。そして、事前に期待していた報酬額や予想投資額と事実の不
一致が不満となり、相手へ協力する意向の減尐となり、離脱へとつながって
いくことを明らかにした。また、離脱には、ただ取引を止めるだけでなく、
取引量やマージンなどの面でより魅力的な取引相手との取引を増やすこと、
異なる商品や新しい地域への進出などが検討されることを指摘している。 
 
Dwyer et al. (1987)は、先行研究の対人関係における関係解消に関する考察を
参考に、買い手と売り手の関係性の解消には段階があるとした。そして、満
足／不満足と「日和見主義」には正の関係があることを指摘した。 
 
マーケティング領
域の研究（満足・
不満足に関する研
究） 
Richins(1987)は、消費者の不満に対する反忚として、Singh and Howell(1985)
の研究から「苦情行動」を、Diener and Grayser(1978)や Richins(1983)の研究
から「否定的なクチコミ」を、そして LaBarbara and Mazursky(1983)の研究か
ら「ブランド・スイッチ」を指摘した。 
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マーケティング領
域の研究（満足・
不満足に関する研
究） 
Singh(1990a)は消費者の購買行動における不満足への反忚として「離脱」と
「発言（苦情行動）」があるとした。 
Singh(1990b)は、消費者の購買行動における不満への反忚には、「黙従」、「発
言」、「否定的なクチコミ」、「消費者運動」の４つがあることを指摘した。 
 
上記の研究を踏ま
えて考えられた拡
張モデル 
Ping(1993)は、上記の先行研究に共通する、関係に問題が起きた際の反忚と
して、「忠誠」、「発言」、「離脱」、「無視」、そして Williamson(1975)の研究か
ら「日和見」（離脱はしないものの代替品を検討している状態）の５つに着
目した。また、これらの反忚は「満足」、「代替の魅力」、「投資」、そして「ス
イッチング・コスト」の４つの要因によって反忚が決まるというモデルを考
察した。 
出典：Ping(1993)による記述からそれぞれの原著にあたり加筆して作表。 
 
そして、Ping(1993)はこれらの先行研究を踏まえてインタビュー調査を実施する。調査の
対象は、チャネル間で長期的な関係を断つことを検討したことがある、もしくは離脱した
ことがある供給業者、卸売業者、小売業 15 社の担当者であった。この調査の結果、相手先
企業との間で問題があった場合に、最初は「ロイヤルティの維持（問題を無視する）」か、
「発言（改善のための苦情をいう）」といった反忚が取られる。そして、それもでも問題が
解決されない場合や、さらに問題が起きた場合には、「日和見主義」、「無視」、もしくは「離
脱」が検討されるとした。Ping(1993)は、Hirschman(1970)の考察に見られるような、関係に
問題が起きた場合に、反忚として離脱がすぐに決定されるわけではなく、決定される前に
いくつかの反忚があり、最終的に離脱が決定されると考え、先行研究からより多様な問題
に対する反忚を考察した。 
企業は、魅力的な代替取引先がない場合に、これまでの関係構築に伴う投資や、取引先
の変更に伴う支出といった要因によって、離脱は難しいと考える。そして、問題が起きた
際にとられる反忚は、魅力的な代替の存在やスイッチング・コストの大きさといった先行
要因と大きく関係していると考えた。 
こうした考察を踏まえて、チャネルの企業間で問題が起きた際の反忚として、「離脱」、
「ロイヤルティの維持」「発言」、「日和見主義」、「無視」の 5 つがあり、これらの反忚が決
定される規定要因には「満足」、「投資」、「代替の魅力」、「スイッチング・コスト」の 4 つ
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の要因があり、これらの要因と 5 つの反忚は大きく関係すると考えた（図 1-4.）。 
そして、Ping（1993）は、先行研究のレビューを踏まえて以下の４つの仮説を構築して、
構造方程式分析による検証を行った。 
 
H1a：「満足」と「投資」、そして「スイッチング・コスト」は、「ロイヤルティの維持」 
と「発言」に対して正の相関がある。 
H1b：「満足」と「投資」、そして「スイッチング・コスト」は、「離脱」と「日和見 
主義」、そして「無視」に対して負の相関がある。 
H2a：代替の魅力は「発言」、「日和見主義」、「離脱」と正の相関がある。 
H2b：代替の魅力は「ロイヤルティの維持」、「無視」と負の相関がある。 
図 1-4．チャネルの関係に問題が起きた際の反応と要因のモデル 
ロイヤルティの維持
発言
日和見主義
離脱
無視
代替品の
魅力
満足
ロイヤルティの維持
発言
日和見主義
離脱
無視
投資 スイッチング・
コスト
 
 
出典：Ping（1993）, p325 より 
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検証の結果、5 つの反忚は 3 つの要因の 1 つ以上との関連がみられたが、仮説は一部の
み支持される結果となった。まず「離脱」と「満足」、「発言」と「満足」はそれぞれ正の
相関にあり、特に「満足」と「離脱」は強い相関関係にあることがわかった。 
また、「満足」と「発言」は相関しており、取引先からの不平や苦情といった行動が「満
足」の裏付けによって行われることを指摘した。「満足」と「無視」の関係も確認され、「満
足」の程度の変化は、「ロイヤルティの維持」、「発言」、「日和見主義」よりも、「離脱」と
「無視」に対する影響の方が大きいことが明らかになった。 
調査の結果からは「離脱」と「日和見主義」は、「満足」や「代替の魅力」との相関は
確認されたが、先行研究に見られたような「投資」や「スイッチング・コスト」との関係
や、「満足」と「ロイヤルティの維持」の相関、「投資」と「代替の魅力」の負の相関は確
認できなかった。また「代替の魅力」と「無視」には、仮説とは逆の正の相関が確認され
た。「無視」は調査結果を踏まえて、「代替する選択肢がないため、否忚なく取引が行われ
ている状況」だと解釈され、極端な場合には、小売業者も供給元からの協力の指示を無視
したり、製品ラインで商品を落としたりといった問題が起きていることが指摘されている。
そのうえで、こうした反忚を示す取引相手を離脱させることなく、協力関係にもっていく
には、調査結果を踏まえて「投資」が重要であると指摘している。相手への「投資」を増
やすことで、「無視」を減らすことができることが検証されたことによる。 
こうした結果を踏まえて、「離脱」を防ぎ、長期的な関係性の構築を目的とする場合に
は、知覚的な「満足」の向上に努めるとともに、「代替の魅力」を減尐させることが重要だ
と説明している。また「離脱」と「投資」については、「投資」や「スイッチング・コスト」
との相関が検証結果から確認できなかったことを踏まえて、これらの関係は間接的なもの
だと考えた。「投資」や「スイッチング・コスト」は、「満足」や「代替の魅力」に影響を
与え、そうして形成された「満足」や「代替の魅力」から間接的に「離脱」に影響すると
考えたのである。特に、「代替の魅力」と「無視」の関係が正の相関にあったことに着目し
て、企業間の関係性構築に置いて特に重要な変数となることに「投資」をすることで、魅
力的な代替の選択肢がなくなり、「離脱」に対する障壁を構築できると考えた。そして、供
給側に対しては、企業間の関係に特有の投資を増やすことで小売業者の離脱に対する障壁
を構築することの重要性を、そして小売業者に対してはこうした投資に対してより慎重に
なることの重要性を指摘した。また、Ping（1999）では、「離脱」を含む 5 つの反忚に対し
て、「関係性に対する満足」や、「関係性から離脱することによるコスト」といった要因が
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影響を与えることが指摘されている。 
第3節 顧客満足とロイヤルティ、そして離脱 
Hirschman（1970）によるモデルおよび拡張モデルは、「満足／不満足－ロイヤルティの
維持／離脱」という関係を捉えたモデルであり、その中心概念にあるのは顧客満足である。
本節では、下記のような経済効果が期待されることから多くの先行研究が行われてきた顧
客満足研究の先行研究からこのモデルについて考察していく。 
表 1-3．顧客満足による経済効果 
指摘されている経済効果 研究者 
製品・サービスに対してプレミアム価格を設定、もしくは
価格弾力性を低下させることができる 
Anderson(1996) 
新規顧客獲得にかかるプロモーション費用を削減しなが
ら市場シェアの確保ができる 
Fornell and Wernerfelt(1987) 
Blattberg and Deighton(1996) 
Reichheld and Sasser(1990) 
自社ならびに自社ブランドに対する肯定的な推奨（クチコ
ミ）や、他の顧客を紹介してくれる 
Oliver(1980) 
ロイヤルティの高い既存客のニーズに対してブランド拡
張や製品ラインの拡張が可能となる 
Aaker(1991) 
関連製品・サービスのクロスセルが可能となる Crosby et al.(1991) 
出典：小野(2002)の記述より原著にあたり著者作表 
 
顧客の購買後に形成される態度としての顧客満足を高めることで、顧客の離脱を防ぎ、
長期的な顧客との関係の調整を行うという考え方は、「防御的マーケティング戦略」(Fornell 
and Wernerflt 1987)として、多くの研究がなされてきた。そして、上表のような経済効果へ
の着目が集まるとともに、顧客満足とロイヤルティの関係は多くの研究の対象となった。
ここでは小野(2002)を参考に、「顧客満足／不満足－ロイヤルティ／離脱」の関係につい
に関する先行研究をまとめていく。 
顧客満足に対する結果要因としてのロイヤルティには、「行動的結果」、「心理的結果」、 
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「社会的結果」の 3 つがある。行動的結果としてのロイヤルティとは、再購買がある（小
野(2002)は、再購買（repurchase）と反復購買（repeat purchase）をそれぞれ定義しているが、
離脱に関わる研究の多くが再購買（repurchase）としているため本稿では再購買にまとめて
いる）。逆に顧客満足がネガティブとなり不満足な場合には、離脱や苦情行動がとられる。 
心理的結果としてのロイヤルティとは、行動的結果がどのような状態において起きたか
に焦点を当てたもので、態度的ロイヤルティを指している。そして、こうした顧客の態度
は認知的要素、感情的要素、動能的要素によって形成され、「認知（満足／不満続）－感
情（全体的評価）－動能（再購買／離脱の意図）－行動」という学習継起によって再購買
や離脱といった行動が決まることが指摘されている。そして、顧客満足の社会的結果とは、
これらの行動的結果や心理的結果が顧客の社会関係に波及することで、製品・サービスに
関する推奨（クチコミ）ならびに社会的に形成された評判である。 
Oliver(2009)は、ある製品・サービスに対する顧客満足からロイヤルティへの影響は、こ
れら「認知－感情－動能－行動」といった 4 つのフェーズで捉えられ、ロイヤルティを検
討するうえでは以下の 4 つのロイヤルティを考慮することを指摘している。 
 
表 1－4．4 つのロイヤルティ 
ロイヤルティの類型 内容 
認知的ロイヤルティ 製品・サービスの特徴や価格などの属性パフォーマンス水準の情報に対す
るロイヤルティである。品質や機能、価格などの製品属性が高い競合製
品・サービスに対して離脱してスイッチする可能性が指摘されている。 
感情的ロイヤルティ 全体評価に基づいた好意的な感情であり、製品・サービスその者へのロイ
ヤルティであり、持続的なものであるため製品属性による離脱(スイッチ)
が起こりにくいことが指摘されている。 
動能的ロイヤルティ 特定のブランドを再購買しようという行動意図に関するロイヤルティ 
行為的ロイヤルティ 動能的ロイヤルティによる動機づけから、再購買には障壁があったとして
も、それらを克服して特定のブランドを再購買するという行為に対するロ
イヤルティのことを指す。 
出典：Oliber(2009)より筆者作表 
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顧客満足研究では、顧客満足と後続行動の因果関係に焦点が当てられる。この考え方で
は、ある製品・ブランドに対するロイヤルティの源泉として顧客満足を位置づける。そし
て、製品・サービスに対する顧客満足の水準が、それ以降の後続行動にどのような影響を
及ぼすかを決めるものとして考える。後続行動とは、再購買、関連購買、推奨、苦情行動、
そして離脱などが含まれる。そして、このような行動と顧客満足の因果関係を考えるモデ
ルとして顧客満足モデルがある。 
顧客満足モデルでは、主に苦情行動と再購買意図（離脱意図）との関連性を時間時にそ
って捉えられ、製品・サービスに不満足を感じた結果としての苦情行動や離脱、ブランド
への態度的ロイヤルティないしは行為的ロイヤルティへの影響などが考慮される。 
そして、顧客満足／不満足の影響を短期的視点でみたときに、購買・消費が行われた後
の行動的結果としては、離脱、苦情、そしてロイヤルティが考えられる。一般的に、満足
を感じた顧客がとる行動は次期のロイヤルティ（再購買）となるが、マルチ・ブランドロ
イヤルティや、Hirschman(1970)が指摘した需要の変化や、相対的な品質の低下、高品質な
商品へのスイッチなども考慮すると「満足－離脱」という関連性も検討される。 
不満足な態度を形成した顧客は、Ping(1993)の研究からも明らかなように 「苦情を言う
ことなく離脱に向かう顧客」、「不満足な態度のまま何らかの理由によって再購買する顧
客」、「苦情行動を取ってから再購買へと進む顧客」、そして「苦情行動を取ったのちに
離脱してしまう顧客」という４つの経路が考えられる。 
小野(2002)は、このような「不満な態度をもったまま再購買行動を取る顧客」の行動を
Dick and Basu(1994)によるブランドロイヤルティの類型から「見せかけのロイヤルティ」
であると位置づけた。こうした行動の背景としては、代替製品の探索をしている場合や、
離脱検討過程の途中にいる場合が考えられる（第 3 章で詳細を検討する）。 
また、一次の顧客満足と二次の顧客満足という観点からみれば、苦情行動に対しても二
次の顧客満足／不満足が発生することが指摘されている。顧客は苦情対忚に満足したなら
ば、問題を解決されたことで再購買をすることが予想される。苦情対忚に不満を感じた場
合、離脱行動をとるだろう。 
さらに Ping（1993）も指摘するように、一次の顧客満足度が高いにもかかわらず、苦情
行動をとる顧客の存在にも言及されている。これらは顧客による改善の提案などを指す。
そして、顧客の声に対する企業の対忚に対しても、二次の顧客満足のフェーズにおける満
足／不満足が分かれて、「苦情対忚に満足して再購買」もしくは、「苦情対忚に満足をし
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たが離脱」、「対忚に不満を感じて離脱」といった結果が考えられる。苦情行動について
は、不満足を経験した顧客と直接コミュニケーションを取ることで製品・サービスの改善
につながる情報を得ることができるものとして重視する研究や、不満足を経験した顧客か
らの苦情対忚を満足につなげて再購買につなげることの重要性を指摘する研究もある（山
本 1999）。顧客の苦情対忚と離脱の関連性についは次章で議論をしたい。 
図 1-5．顧客満足／不満足後の継起的行動 
ロイヤルティ（再購買）
満足
不満
苦情
離脱 離脱
満足
不満
一次の顧客満足 二次の顧客満足
見せかけの
ロイヤルティ
ロイヤルティ（再購買）
リカバリー
後復帰
未解決のロイヤルティ
リカバリー
後の離脱
 
出典：小野(2002), P.66.に加筆して作成 
 
 このモデルにおいて想定する顧客満足と再購買・離脱意図の関係は以下のように表わす
ことができる。I は再購買意図、P は購買・離脱の選択、SAT は顧客満足、t は期間をあら
わす（LaBarbera and Mazursky 1983）。顧客の「認知－感情－動能－行動」のうち、感情か
ら行動までのプロセスを表すものとなる。 
I t-1 P t SAT I t P t＋１
 
 
こうしたモデルは、「満足／不満足－再購買／離脱」の関連を説明するものとしては、
わかりやすいものの、顧客の満足形成における認知的情報処理プロセスが考慮されていな
いといった問題がある（これについては、第 3 章で顧客の離脱過程を検討していく際に言
及する）。 
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また、顧客は不満に対して苦情を述べて離脱をするだけでなく、それらを行うにあたっ
て、代替品などの選択肢との比較をしたり、企業の失敗への損害賠償の金額を考慮したり、
不満足な出来事の原因を探ろうとするなど、より能動的な対忚を行うという研究もある。
また、山本(1999)は、顧客は繰り返し満足を経験すると、不満足な体験をしても簡単には
離脱をしないで、「不満」から「再購買」の確率が高まることを指摘している。 
さらに、顧客の購買後の態度には、満足でも不満足でもない状態があるという指摘や、
見せかけロイヤルティのように不満があっても評価を留保し、再購買意図を大きく変化さ
せない顧客の存在も指摘されている。このような、再購買を行っている顧客の中にも満足
しているとは言えない顧客の存在も明らかになっている（Zeithaml et al.1996, 山本 1997）。 
こうした議論とは別に、顧客満足とロイヤルティの関連についての研究では、顧客満足
と行動的結果の非線形・非対称性問題を議論の対象とするものが多い。しかし、これらの
研究は、再購買意向の伸び方は「逓増」、「逓減」、「非線形・非対称」のいずれかを議
論したもので、いずれも「顧客満足を高めれば、再購買意向は伸びていく」ことを前提と
しているため、本稿では議論の対象とはしない。 
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第2章 苦情行動と離脱に関する研究 
第 1 章においても言及した「防御的マーケティング戦略」は、顧客を逃がさないための
戦略（Fornell and Wernerflt 1987）であり、このタイプの研究は不満足な顧客のリカバリー
を含む研究としてサービス・マーケティングの分野で力を注がれてきた（山本 2008）。サ
ービスは品質の評価が難しく、生産と消費が同じに起こるため返品が困難であるという問
題から、購入後の顧客への対忚が重要になるためである。 
苦情行動（customer complaining behavior）を離脱に対する先行要因とする研究では、苦
情行動は顧客の不満に対する行動的・非行動的反忚（Singh 1988）とする研究が多く、
Hirschman(1970)によって提唱された不満に対する「離脱」、「忠誠」、「発言」という反忚の
分類をもとに展開されてきた（Bolton and Bronkhort 1995）。 
苦情行動のマネジメントは企業の収益を左右するものとされ、苦情行動の先行要因を探
る研究や、企業による苦情対忚への顧客評価に至るプロセスに着目した研究など、数多く
の研究が行われてきた。しかし、離脱に焦点を当てて、その因果関係について分析した研
究は多くない。 
本章では、現在の多くの研究で苦情行動と離脱の因果関係について言及する際に参照さ
れることが多い Bolton and Bronkhort(1995)の研究を検討したうえで、苦情行動と離脱につ
いて経時的に考えた Grégoire, Tripp and Legoux(2009)の研究を中心とした考察をしていく。
Bolton and Bronkhort(1995)は、一般的な苦情行動として想定される、製品・サービスを提供
した企業や、その従業員に対して行われた苦情行動を題材としているのに対して、Grégoire, 
Tripp and Legoux(2009)はインターネットへの書き込みといった第三者機関に対して行われ
る告発行動を扱っている。 
第1節 離脱の先行要因としての苦情行動に関する研究 
Bolton and Bronkhort（1995）は５つの仮説を構築し、移動通信事業社の顧客データから
苦情行動と離脱の因果関係に対する分析を行った。このとき、苦情行動は企業の製品・サ
ービスへの不満によって行われ、他社製品・サービスへのスイッチ（LaBarbera and Mazursky  
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表 2-1．苦情行動研究の概要 
１． 苦情行動の先行要因や結果要因の特定を目指す研究 
 ① 苦情は顧客の不満の表明と捉えて、不満を先行要因とした研究 
苦情の先行要因 苦情の結果要因  
 
 
・不満の程度 
・苦情を発することに対する態度 
・商品の重要性やコスト 
・直面する問題の複合性や重要度 
・過去の苦情経験 
・成功の可能性 
・心理的コスト 
・苦情者の能力  
・報復欲求（負のクチコミ） 
・離脱欲求 
 
 
② 不満だけでなく、満足やロイヤルティを苦情の先行要因とした研究 
 苦情の先行要因   
 ・満足やロイヤルティ    
２．企業の苦情対応とその後の顧客評価に至るプロセスの解明を試みる研究  
 
・企業の公平性 
－分配的公正性（損失の補償の適性さ） 
－手続き的公正性 
（対応者の迅速さや柔軟性等） 
－相互作用的公正性 
（充分な謝罪や誠実な対応等）  
・好意的態度／否定的態度 
・再購買意図／離脱欲求 
・クチコミ 
 －報復欲求（負のクチコミ） 
 －正のクチコミ  
３．苦情を発することによる効果を扱った研究 
 
・浄化作用の効果（問題に対するフラストレーションを発散させる効果 
・ロイヤルティが保持される効果  
出典：大瀬良、中野、松本(2007) p.25-26.に加筆して作成 
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1983）や、離脱意思を形成する意向を固めていくものとして、以下の 3 つの仮説が立てら
れた。 
 
P1：満足度が低い顧客は離脱しやすい。 
P2a：苦情行動をとった顧客は、そうでない顧客よりも離脱しやすい。 
P2b：苦情行動ととった顧客は、そうでない顧客より購買回数や購買金額が尐ない。 
 
また、彼らは苦情行動とひとくくりに捉えるのではなく、支払いや請求に関わる問題に
対する顧客の反忚と、その他のサービス面での問題に対する反忚が異なる（Gilly and Gelb 
1982）ことや、製品・サービスの失敗に対する企業の可制御性によって、失敗に対する顧
客の意識が違う（Folkes 1984）ことを検討した。 
Ping（1993）も「不満」には「ある特定の１つの出来事に対する不満」と、「関係性に対
する包括的な不満」があり、前者は修復の可能な不満であり、これらを分けて考えること
の重要性を示唆している。こうした研究を踏まえて、不満の性質の違いによって生じる苦
情行動が異なることを前提とした以下２つの仮説を立てた。 
 
P3：支払いミスなどの金銭的な損失について苦情行動をとる顧客は、（a）企業から 
の反忚に満足しやすいし、（b）その他の問題についての苦情行動をとる顧客より 
離脱しない可能性が高い。 
P4：企業でコントロールできた問題に関する苦情行動をとった顧客は、（a）企業の 
反忚に満足しにくいし、（ｂ）離脱もしやすい。 
 
そして、苦情行動に対する企業の対忚に関する衡平理論に基づいた研究は多い（Goodwin 
and Ross 1992，Smart and Martin 1992，高橋 2007）ものの、企業の苦情に対する企業の苦情
対忚の努力が離脱に対して与える影響は尐ないとして次の仮説が立てられた。 
 
P5：苦情行動に対する企業の反忚に満足した顧客は、離脱しない可能性が高い。 
 
これらの仮説を検証するに当たって、携帯電話のキャリアの顧客情報が使われた。携帯
電話のキャリアを調査の対象した理由は、顧客の 30％以上が毎月、サービスの利用を停止
 28 
もしくは、他社へ切り替える業種であることによる。 
Bolton and Bronkhort（1995）は顧客の契約から 18 か月の間の苦情行動と離脱の相関から
仮説の検証を行った。結果としては、P1 は表 2-2 より棄却。P2a は表 2-3A より、不満をも
って苦情行動をとった顧客は離脱しやすいことが明らかとなり、仮説は支持された。P2b
に関しては、苦情行動をとった顧客も苦情行動をとっていない顧客もともに携帯電話の利
用時間が減尐している（表 2-3B より）ものの、これは季節の影響であり、苦情行動をとっ
た顧客の方が利用時間は減尐していることと、P2a より苦情行動をとった顧客は消費量を
減らす以前に、すでに離脱している可能性もあるとして、仮説は棄却されないとした。 
企業への苦情の性質の違いに関する仮説 P3、P4 については、苦情の種類を支払い等に
関する問題、サービスに関する問題、そして機器に関する問題に分けて調査を実施。結果
として、P3a については表 2-4A より帰無仮説は棄却されないものの、満足した顧客の数は
金銭的問題に対して苦情行動をとった顧客の方が尐ないことから、仮説と合致しない結果
となった。P3b における苦情行動後の離脱に関しては、表 2-4B の結果から仮説は棄却され 
表 2-2 顧客満足度と離脱行動の相関        
 とても 
不満 
いくらか
不満 
どちらで
もない 
いくらか
満足 
とても 
満足 
離脱しない 63.0％ 71.5％ 79.5％ 79.3％ 83.1％ 
離脱 37.0％ 28.5％ 20.5％ 20.7％ 16.9％ 
調査対象者数 73 186 117 1155 1803 
表 2-3A：顧客の苦情行動と離脱行動の相関 
 企業への苦情行動
あり 
企業への苦情行動
なし 
離脱しない 76.6％ 81.3％ 
離脱 23.4％ 18.7％ 
調査対象者数 625 2736 
 
表 2-2、2-3A 出典：Bolton and Bronkhort (1995) p.96.より 
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表 2-3B：苦情行動と携帯電話利用量の相関 
 企業への苦情行動あり 企業への苦情行動なし 
平均利用時間の変化 -15.5％ -11.5％ 
標準誤差 1.9％ 5.0％ 
調査対象者数 610 2713 
表 2-4A：苦情の種類（金銭的な問題に関する苦情とその他の問題に関する苦情）と         
苦情対応後の満足度の相関 
 とても 
不満 
いくらか
不満 
どちらで
もない 
いくらか
満足 
とても 
満足 
調査対
象者数 
金銭的問題
への苦情 
9.2％ 8.1％ 4.0％ 21.0％ 57.8％ 348 
その他問題
への苦情 
10.3％ 4.4％ 1.8％ 19.1％ 64.4％ 273 
表 2-4B：苦情の種類（金銭的な問題に関する苦情とその他の問題に関する苦情）と離脱行動の相関 
 金銭的な問題への苦情 その他の問題への苦情 
離脱しない 78.2％ 73.9％ 
離脱 21.2％ 26.1％ 
調査対象者数 349 276 
表 2-5A：苦情の種類（サービスの問題とその他の問題に関する苦情）と苦情対応後の満足度の相関 
 とても 
不満 
いくらか
不満 
どちらで
もない 
いくらか
満足 
とても 
満足 
調査対
象者数 
サービスに
関する苦情 
13.6％ 5.1％ 2.5％ 21.2％ 57.6％ 503 
その他問題
への苦情 
8.8％ 6.8％ 3.2％ 19.9％ 61.4％ 120 
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表 2-5B：苦情の種類（サービスに関する苦情とその他の問題に関する苦情）と離脱行動の相関 
 サービスの問題に 
関する苦情 
その他の問題への
苦情 
離脱しない 68.3％ 78.6％ 
離脱 31.7％ 21.4％ 
調査対象者数 120 505 
表 2-6：苦情対応後の満足度と離脱行動の相関 
 と て も 
不満 
いくらか
不満 
どちらで
もない 
いくらか
満足 
と て も 
満足 
サービスに関する
苦情 
75.0％ 87.5％ 79.0％ 72.0％ 77.7％ 
その他の問題への
苦情 
25.0％ 12.5％ 21.0％ 28.0％ 22.3％ 
調査対象者数 6 40 19 125 377 
 
表 2-3B～2-6 出典：Bolton and Bronkhort (1995) p.97-98.より 
 
ないものの、数値からは離脱した顧客の方が尐ない結果となった。これらの結果から、顧
客は支払いや請求に関する問題やサービスの問題を分けて考えるわけではなく、不満をも
ち苦情行動をとった顧客は問題の種類に関わりなく離脱していくと考えられる。 
そして、P4 における企業の可制御性に注目した検証では、米国では携帯電話の機器の管
理を通信事業社が行っていないことから、サービスに関する検証が行われた（表 2-5A、表
2-5B）。結果として、P4a に関する帰無仮説は棄却されず、苦情後の満足については他の問
題と変わらないものとなった。しかし、P4b の苦情行動後の離脱に関する帰無仮説は棄却
され、サービスといった事業の中核に対して苦情行動をとった顧客は、金銭的な問題や電
話機器に関する問題に対する苦情行動をとった顧客と違い、離脱しやすいことが明らかに
なった。 
P5 については、表 2-6 より、帰無仮説は棄却されない結果となった。離脱顧客と企業を
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継続して利用する顧客で、苦情対忚への満足度には違いが見られず、苦情行動をとった顧
客の離脱を事前に防ぎきることの難しさを示す結果となったといえる。顧客サービスの窓
口で、例えば携帯電話に関する通話品質などの不満まですべての問題を解決することは現
実的に難しく、また苦情対忚により顧客の問題を解決できたとしても、苦情内容からは明
らかにはならない不満を顧客が抱えている可能性もあり、苦情対忚のみで顧客の不満を解
消することは極めて難しいことがわかった。 
Bolton and Bronkhort(1995) の研究からは、苦情行動と離脱に関する因果関係に対する考
察を得られるだけでなく、その商品・サービスにおいて中核となる価値に対して不満をも
った顧客と、その他の関連サービスや請求等に関わる問題に対して不満を感じた顧客とを
比較して、前者に不満をもった顧客は後者よりも離脱しやすくなることを指摘した点に注
目したい。また、代替品へのスイッチが容易な状況では、顧客は不満をもって苦情行動を
とった後に、先行研究に見られた「該当製品・サービスの利用や購買回数・購買金額を減
らす」といった購買行動は取らずに、離脱を選択することが示唆された。これは苦情行動
と離脱の検討において、他の製品・サービスへのスイッチング等の競争要因を考慮する必
要性を指摘したものだといえる。 
第2節 苦情の結果要因としての離脱に関する経時的な研究 
Bolton and Bronkhort(1995)の研究は 18 か月という期間をとって行われたが、苦情行動を
とった顧客一人ひとりの意識の変化を追うものではないため、顧客の離脱に関する欲求や
意識の変化を見ることはできない。ある企業の失敗に対して苦情行動をとった顧客による、
その後の離脱欲求の高まりについて経時的に見たものとして Grégoire, Tripp and Legoux 
(2009) の研究がある。彼らは、Bolton and Bronkhort(1995) と同様に企業の失敗に対する不
満を先行要因としたうえで、オンライン上で苦情行動をとった顧客が、苦情行動を先行要
因として「失敗に対する批判や負のクチコミを繰り返す報復（ revenge）」と「離脱
（avoidance）」といった欲求をもち、これらの欲求が経時的にどのように変化していくの
か検証していった。 
検証にあたって報復や離脱に関する概念の定義は、Aquino, Tripp and Bies(2001)、
McCullough, Fincham, and Tsang(2003)、Bechwati and Morrin(2003)、Grégoire and Fisher(2006)
らの研究が参照された。 
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Aquino, Tripp and Bies(2001) は、組織における従業員の心理に関する研究のなかで、従
業員による報復行為は組織内の問題や不正に対する反忚として行われるものであり、報復
は必ずしも組織にとってマイナスの影響を与えるだけではなく、問題の解決や問題の改善
につながる効果があると考えた。Aquino, Tripp, and Bies(2006) でより包括的に組織内の問
題に対する反忚について定性、定量的な調査を行っている指摘をしているが、報復や離脱
に関する考え方は Hirschaman(1970)による多くの拡張モデルと同様に「発言（Voice）」や
「離脱（Exit）」は不満を反映したものであると同時に、問題の改善や解決につながるもの
だと考えられた。Grégoire, Tripp, and Legoux(2009)はこうした考えに基づき、報復や離脱と
いった反忚はともに企業活動の失敗にする不満を反映したものであると考えた。 
また、McCullough, Fincham, and Tsang(2003) は、対人関係における問題に対する個々人
の動機付けは離脱や回避の欲求によって増減する精神的な規定要因によって生じるが、こ
れらは時間の経過に影響を受けることを明らかにした。この研究を踏まえて、報復や離脱
は、問題題を起こした企業に一度苦情行動をとった後も否定的な感情を維持し続けた結果
であると考えた。 
そして Bechwati and Morrin(2003) や Grégoire and Fisher(2006) の研究から、報復欲求とは、
企業活動の失敗に対する損害賠償の意図であり、McCullough et al.(1998) の研究から、離脱
欲求は該当企業からの損害をこれ以上受けないための関係解消の意図だと定義した。 
そのうえで、時間の経過による２つの欲求の変化を、図 2-1．のように記述している。
怒りの感情や、裏切りなどの否定的な気持ちに支えられた報復欲求は、時間の経過ととも
に維持することが難しくなり低下していくのに対し、離脱欲求は時間の経過とともに高ま
っていくとした。 
さらに、時間経過とともに苦情行動後の離脱欲求が強くなる要因として、以下の２点を
指摘している。まず、顧客は企業との取引を中止しても、しばらくは問題の解決のための
行動として報復行動をとる可能性があるが、離脱の方が報復より感情面での負荷もコスト
も必要ないため、時間の経過とともに離脱を選択することが妥当だと考えると判断した。
次に、時間があれば、顧客は代替製品やサービスを見つけることが可能であり、あえて問
題のあった企業との関係を維持するための努力はする必要がないと考えて、離脱を選択す
ると考えた。 
そして、苦情行動後の報復や離脱といった行動の選択において、関係性品質への事前認
識が与える影響について指摘している。関係性品質は、Aaker, Fournier, and Brasel(2004) や 
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Hennig- Thurau, Gwinner, and Gremler(2002) による先行研究を踏まえて、信頼（その企業を
信頼できて、信頼されているという確信をもてること）と、関与（その企業との関係を維
持したいという意欲）、そして社会的ベネフィット（顧客が個人として認識されカスタマイ
ズされたサービスを受けるなど個人対個人のつながりをもっていること）の３点によって
構成されるものであり、これらは再利用意向にも影響すると考えた。 
図 2-1．時間経過にともなう報復欲求と離脱欲求の変化 
離脱欲求
報復欲求
オンラインでの苦情行動
サービスの
失敗
その後のオンラインでの
苦情行動
時間
弱い
強い
欲
求
の
強
さ
 
出典：Grégoire, Tripp and Legoux(2009) p.20.より 
 
こうした研究から、企業の失敗に遭遇した際に、高い関係性品質をもつ顧客ほど、企業
の失敗を企業による裏切りだと強く感じるし、企業が失敗に対してとった対忚について不
公平だと感じた場合に、より強く裏切られたという感覚をもって報復や離脱といった行動
につながりやすいと考えた。また、高い関係性品質をもつ顧客ほど、報復欲求が時間の経
過に合わせて減退する度は遅くゆっくりだが、離脱の欲求は短期間で高まっていくという
仮説を立てた。これらを検証するため、オンライン上での苦情行動の経験者をサンプル対
象として抽出し計 4 回の経時的な検証を実施。時間の経過にともなう報復と離脱それぞれ
の欲求の変化を見ていった。 
調査から時間の経過に合わせて、苦情行動をとった顧客の報復欲求は低下していくのに
対して、離脱欲求は高まってくという結果が確認された（図 2-2）。また、関係性に着目し
た調査の結果からは、企業と強い関係性をもっていると考えている関係性品質の高い顧客
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ほど関係性品質が低い顧客よりも、時間の経過とともに離脱欲求は急速に高まり、報復欲
求はゆるやかに低下していくという結果が確認できた。 
図 2-2．時間経過にともなう報復欲求と離脱欲求の変化 
時間
離脱欲求
報復欲求
 
出典：Grégoire, Tripp and Legoux(2009) p.20.より 
 
図 2-3．関係性品質と時間経過の相互作用による報復欲求と離脱欲求の変化 
      Ａ．報復欲求              Ｂ．離脱欲求 
関係品質が高い
関係品質が低い
関係品質が高い
関係品質が低い
時間 時間
 
出典：Grégoire, Tripp and Legoux（2009）p.20.より 
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さらに先行研究から、失敗回復のための苦情対忚や賠償行為が報復欲求や離脱欲求に対
して与える影響についての考察がなされた。高い関係性品質をもつ顧客は、金銭的な価値
よりも該当企業が失敗を認めて顧客に対し誠実な謝罪が行われた場合に、企業の失敗に対
する報復欲求を減尐させていくと考えた。また、関係性品質が低い顧客ほど金銭的な補償
による金額の大きさに関心を払い、金額の大きさによって報復欲求の程度を決める傾向に
あるという仮説を立てて実験が行われた。 
この実験では、企業による苦情行動への対忚や間違いに対する賠償行為などの回復行為
として以下の 3 種類が想定された。金銭的な価値を計測することを考慮した回復行為とは、
(1)関係性修復のための苦情対忚等をまったく行わない（non-recovery）の場合、(2)失敗に
対する謝罪と損害金額の 75％相当の商品券を贈る場合（これを標準的な回復行為：
normal-recovery とした）、(3)損害金額に相当する賠償と 25％相当のギフト券を贈る場合（こ
れを手厚い回復行為：high-recovery）の 3 つである。 
これら 3 種類の苦情対忚が、報復欲求に与える影響を検証した結果を見ていく。何も苦
情対忚をしなかった場合と、標準的な回復行為を行った場合を比べると、関係性品質の低
い顧客も、関係性品質の高い顧客もともに報復欲求を低下させていく。しかし、報復欲求
の低下の程度は、関係性品質の高い顧客の方が明らに大きい。 
図 2-4．回復行為による関係性品質が高い顧客と低い顧客の報復欲求の変化の比較 
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苦情対応なし 標準的な回復行為 手厚い回復行為
 
出典：Grégoire, Tripp and Legoux(2009) p. 27.より 
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それに対し、補償金の金額が多い手厚い回復行為と、標準的な回復行為と比べたときに、
関係性品質が高い顧客の報復欲求の程度に対して、関係性品質の低い顧客の低下の程度は
より顕著な結果となり、仮説の支持される結果となった。 
Grégoire, Tripp, and Legoux（2009）によるこの実験では、企業による苦情対忚の種類によ
る顧客の報復欲求の変化は検証されたが、回復行為と離脱欲求との相関に対する検証は行
われなかった。そのため、苦情行動の直後には離脱欲求が低い関係性品質の高い顧客が、
より離脱欲求を低下させて、購買量・購買回数を増やすのか、または Bolton and Bronkhort
（1995）の研究に見られるように苦情行動後の不満はゼロになることはなく、時間経過と
ともに離脱欲求は高まるのかは明らかでない。 
また、この研究では苦情の内容についての言及や、顧客の不満の程度が明らかになって
いないが、Tybout and Roehm（2009）は企業不祥事への対忚についての研究で、企業活動
の失敗に対する認識には、企業と顧客の間には隔たりがあり、消費者は感情的に反忚し、
状況を疑ってかかる傾向があるため、必ずしも早期に対忚することが正しいわけではない
という指摘をしており、苦情の要因の特定が複雑な場合は、早急なコメントは控えて、問
題の要因を把握していくことを優先して、問題の要因を明らかにしていく過程のなかで、
問題の拡大、再発、予防に向けて取り組んでいることを示すことが重要だという考えもあ
り、さらなる研究が必要である。 
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第3章 離脱の過程に関する研究 
Ping(1993)は、企業間取引の研究から、取引に問題が起きたとしても、離脱以外の反忚も
検討され、離脱の意思を決めるまでには時間が必要となることを指摘した。また、問題の
発生に対する反忚として「満足」、「代替の魅力」、「投資」、「スイッチング・コスト」、「投
資の独自性」といった要因が、相互作用的に関わることを明らかにした。また、Grégoire, 
Tripp and Legoux（2009）は、「不平や不満を表明した顧客に企業がどのようなリカバリー
対忚をとるのか」、そして「不満を漏らした顧客は企業の対忚をどのように評価するのか」
といった時間の経過とともに離脱の欲求は変化していくことを指摘した。 
これらの研究から、製品・サービスの品質や価値に満足しなかったからといって、すぐ
に離脱を決めるわけではなく、離脱を決定するまでにはいくつかの要因や過程があるとい
うことが示唆される。しかし、これらの研究は、満足／不満足などの「購買後の反忚」に
焦点を当てたもので、顧客の購買時の経験や、離脱を決めるまでの検討過程などについて
は言及されていない。本章では、主にサービス・マーケティング分野の研究から、これら
に焦点を当てた研究を検討することで、顧客が離脱を決定するまでの過程を明らかにする。 
第1節 離脱につながる経験に着目した研究 
Keaveney（1995）は、Bitner (1990)、Boulding et al. (1993)、Cronin and Taylor (1992)などの
過去の研究をレビュー（表 3-1．参照）したうえで、顧客維持と離脱について考察する際
に下記 3 点に留意して研究をすることの必要性を指摘している。 
（1） 多くの過去の調査では顧客の離脱意向を指標とした評価を行っているが、離脱
という行動の代替として不完全である。 
（2） 離脱の決定には、事前の離脱意向が影響してくるため、品質や満足の及ぼす影
響がわかりくいものなっている（Bitner 1990, Boulding et al. 1993）。 
（3） これまでの研究は、離脱意向ではなく、再購買意向への影響を中心に考察され
ているが、再購買や反復購買に影響する要因と、離脱の決定に影響する要因は
裏返しで考えられるものではない（LaBarbera and Mazursky 1983）。 
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また、上記 3 点に加えて、特定の業種で検証した研究では、その業種特有の離脱しか見え
てこないため、業種をまたがりより一般化した研究が必要だと考えた。 
表 3-1．Keaveney (1995)による先行研究 
LaBarbera and Mazursky 
(1983) 
日用品など反復購買がなされる製品・サービスの購買意思決定に
顧客満足／不満足が与える影響について経時的な研究した。離脱
の決定が不満に対して反忚的に決定されるのに対して、顧客の再
購買意向は時間をかけて決定されることを指摘しており、満足／
不満足を中心とした購買意思決定に関わってくる変数が与える影
響は、再購買と離脱では同様ではないことを明らかにした。 
Kahn, Kalwani, and Morrison 
(1986) 
パネルデータを用いて、バラエティ・シーキングと特定ブランド
忠誠に関するモデルの考察をした。 
バラエティ・シーキングでは反復購買の可能性が減尐していくの
に対して、特定ブランド忠誠では短期間での反復購買の可能性が
高まることから、製品への関与によって行動が分かれることを明
らかにした。バラエティ・シーキングは低関与の製品やサービス
で行われることが多く、低関与なソフトドリンク等の場合には同
一ランクの商品カテゴリーからの探索されやすく反復購買がされ
にくく離脱が起こりやすいことが指摘された。 
Crosby and Stephens 
(1987) 
生命保険のような無形かつ複雑な製品・サービスについて、一般
的に保険会社の販売員との関係性によって顧客は購買を決めると
されている。しかし、そうした関係性は商品・サービス本来の価
値を代替するものではないことを明らかにし、保険商品への不満
が離脱につながると説明した。 
Crosby ,Evans, and Cowles 
(1990) 
サービスの提供者は、顧客との関係性を管理していく役割をもっ
ており、顧客による継続的な購買が成立するかどうかは、サービ
ス提供者と顧客とのやりとりの中でできあがった満足や信頼とい
った関係性品質によって決まることを指摘している。 
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Bitner（1990） 旅行代理店を想定した実験調査から、サービスの評価は、顧客と
サービス提供者が接している間の忚対（サービス・エンカウンタ
ー）によって決まることを指摘した。そして、忚対時の満足／不
満がサービスの品質を決め、それが再利用意向やクチコミ、離脱
に影響することを明らかにした。しかし、満足／不満足や継続利
用意向に対して、選択肢の数（競合の存在）や金額、時間といっ
た要因が与える影響まで明確に判断できないという限界があるこ
とにも言及した。 
Cronin and Taylor (1992) サービス品質と顧客満足、そして再購買意向の関連性を研究した。
銀行、害虫駆除サービス、クリーニング、ファーストフードのサ
ービスを対象に調査を実施した。結果、サービス品質が顧客満足
の先行要因であり、顧客満足が再購買意向に影響するが、顧客の
再購買意向への影響はサービス品質より顧客満足が与える影響の
方が大きいことを明らかにした。そして、この結果を受けて、顧
客満足に影響する利便性や、価格、サービスの有効性といった要
素を強化することが顧客の再購買／離脱といった行動の決定に強
く影響することを示唆した。また、サービスの品質や顧客満足に
対して影響する要素は、サービスの種類によって変わってくるこ
とにも言及した。 
Rust and Zahorik (1993) リテールの銀行業務を通して、顧客満足の収益への影響を考察す
るため、顧客維持（再購買）につながる要素が何か調査した。 
上げられた要素は 9 点で（①銀行が親しみやすいか、②自分のこ
とをよく理解しているか、③要望に忚えてくれるか、④多くの ATM
があるか、⑤繁忙時にも窓口の利用が可能か、⑥費用、⑦家の近
所にあるか、⑧職場の近くにあるか、⑨サービスの利便性が高い
か）、これらを因子分析し顧客維持を目的変数としたロジスティッ
ク分析を行った。結果、①②③⑦から構成される「サービスの親
切さ」（サービス品質に関わる項目）が顧客維持に対して効果的で
あることを明らかにした。 
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Kelley, Hoffman, and Davis 
(1993) 
CIT を用いて、小売店におけるサービスの失敗と、サービス提供者
による失敗への対忚を分類した。サービスの失敗は 15 に分類され
て（①忚対への不公平感、②サービスの遅延・不履行、③値札と
支払い時の価格の齟齬、④パッケージと中身の商品の齟齬、⑤欠
品、⑥品ぞろえの悪さ、⑦留め置き商品の対忚に関わる手違い、
⑧衣服の寸法直しなどでの誤り、⑨誤った情報の提供、⑩特注品
等での手違い、⑪購入時の手違いを顧客がそのまま自責としてし
まう場合、⑫請求の手違い、⑬万引きの告発、⑭従業員による手
違いで顧客が困惑した場合、⑮従業員による気遣いの欠如）、これ
らが顧客の離脱につながると考えられた。 
Boulding et al.（1993） ホテルへの訪問を想定した調査から、サービスの品質に対する顧
客の認識が、顧客の再購買や離脱といった行動の決定に影響する
ことを明らかにした。経時的な研究から顧客のサービスに対する
認識は、サービス提供者による忚対によってのみ決まるのではな
く、顧客の事前の期待に影響されることを指摘した。 
出典：Keaveney (1995)の記述から経年順に原著にあたり著者作表 
 
Keaveney (1995)は、先行研究から顧客の離脱は品質低下や不満によってすべてを説明で
きるわけではないと考えた。Bitner (1990)の研究では、再購買意向の形成には、時間や金銭
の制約、代替選択肢の欠如、スイッチング・コスト、習慣が影響を与える可能性が指摘さ
れている。また、Cronin and Taylor (1992)は、利便性、価格、有効性が顧客満足を高めて、
行動の決定に影響すると推察している。さらに、これまでのサービスの離脱に関する研究
では、ブランド・スイッチ研究において着目されている価格の影響や、バラエティ・シー
キングの可能性が考慮されていないことを指摘しており、より包括的な考察の必要性を問
題提起している。 
こうした問題意識から、Keaveney (1995)は、離脱に影響を与える様々な事象をより包括
的に捉える方法として、定性リサーチ手法である臨界事象法（以下、CIT：Critical Incident 
Technique）による調査を行った。最終的に 468 サンプルが収集され、取り上げられたサー
ビスは、美容院（67 人、括弧内は該当サービスへの回答者数人）、自動車工場（67 人）、保
険代理店（54 人）、クリーニング屋（50 人）、レストラン（27 人）、医者または医療（27
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人）、歯科医（16 人）、旅行代理店（15 人）、銀行（14 人）、電話会社（14 人）、ファースト
フードレストラン（12 人）、家政婦（10 人）、ゴミ回収業者（9 人）、介護サービス（8 人）、
不動産仲介（7 人）、衣類店（7 人）、スポーツクラブ（6 人）、芝生管理サービス（6 人）、
航空会社（6 人）、ホテル（5 人）、会計係（4 人）、配管工事（4 人）があった。CIT では、
これらのエピソードから離脱につながった事象を抽出し、モレなく、ダブることなく整理
していく。最終的に、離脱の先行要因となった事象は 8 つのカテゴリー、24 のサブカテゴ
リーに分類され、図 3-1．のようなモデルが考えられた（8 つの分類から漏れたエピソード
は、は 1、2 例のみで例外的なものだと判断された）。Keaveney (1995)による 8 つの離脱の
要因となった事象について検討していく。 
 
1．価格設定 
調査回答者の 30％が価格設定による離脱を経験しており、うち９％は価格設定
のみを問題として離脱しており、残りの 21％は複数の離脱要因の 1 つとして価格
設定を挙げた。価格設定によって離脱が起きる場合の事象は、（1）値段の高さ、
（2）値上がり、（3）不公平な価格づけ、（4）価格設定の誤り、という４つのサ
ブカテゴリーに分類される。 
離脱の要因となる（1）値段の高さは、顧客が妥当だと感じる価格との比較や、
対象となるサービスから得られる価値との比較、そして競合する製品・サービス
の価格との比較といった相対的な要素によって決まる。（2）値上がりは、過去の
購買経験との比較によって感じるものだとされた。（3）不公平な価格づけとは、
顧客が自分に対してのみ過度な請求がなされていると感じて不信感をもった経
験による。そして最後の（4）価格設定の誤りとは、事前の見積もり金額を上回
る価格を請求された際などに感じものだという。価格は何かとの比較によって妥
当性が判断されるため、顧客はこれまでに利用していたサービスに満足していて
も、競合との比較によって離脱しスイッチすることがあることを指摘した。 
 
2．不便益性 
サービスの利便性が失われたことによる離脱経験があるのは調査対象の全体
の 20％が該当した。そのうち 21.6%は不便益性のみを唯一の離脱要因として挙げ
ている。「不便益性」は、近所に店舗があるのかどうかといった立地の問題や、
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営業時間の問題などがあり、大きく以下の 3 つにまとめられる。 
（1） 場所や時間の利便性 
（2） 予約のとりにくさ 
（3） サービス受けるまでの待ち時間 
これらの「不便益性」に関する判断は、顧客が各サービスに対して事前にもっ
ている認識とのズレによってなされる。また、顧客は利便性についても競合との
比較によって判断されることが指摘されている。既存のサービスに満足していた
としても、より利便性の高い競合が現れることで、相対的に既存サービスの「不
便益性」が高まり、離脱が起きるという。 
 
3．コアサービスの失敗 
もっとも多かったエピソードとして「コアサービスの失敗」がある。調査対象
者の 44％が経験しており、うち 11％が「コアサービスの失敗」のみを要因として
離脱しており、残りの 33％が複数離脱要因の１つとして挙げている。「コアサー
ビスの失敗」は、以下の 3 つのサブカテゴリーに分類される。 
（1） サービスの失敗 
例えば、毎月の預金通知書に正しい情報が記入されず、情報の転記も正しく
なされないといった「連続して問題が起きるケース」や、「サービスのレベ
ルが時間とともに低下していったケース」がある。また、旅行代理店による
手続きの間違いで、飛行機の席が正しく手配されず、飛行機の接続も悪いと
いったように、「1 つのサービスで複数の問題がおきたケース」もある。さ
らに、医療ミスや、自動車修理工が車の修理をできなかった場合など保証す
るサービス提供そのものができなかったことによる「たった１つの大きな失
敗が顧客の離脱につながる場合」があるという。 
（2） 請求書関連の失敗 
利用していないサービス等への請求がなされるなどの不正確な請求や、契約
型のサービスで退会後に請求がなされるなどの不適切なタイミングでの請
求が起きた場合がある。 
（3） サービス提供にともなう損害 
顧客自身や家族、ペットの健康に損害を及ぼす場合や、所有物に傷をつけて
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しまう場合、さらに顧客に時間的、金銭的な損害を及ぼす場合がある。 
 
4．サービス提供者の忚対の失敗 
               顧客と直接的な接点をもつサービスにおいて、サービスを提供する従業員の忚           
対による失敗が原因となって離脱が決定されるエピソードは全体の 34％であっ
た。そのうち 9％が「忚対の失敗」のみによる離脱で、残り 25％が複数の離脱要
因の１つとして「忚対の失敗」を挙げている。「忚対の失敗」は、従業員の行動
や態度に起因するエピソードで、以下の 3 つに分類された。 
（1） 気がきかないと感じたこと 
顧客が従業員に対して気がきかないと感じる行動や態度として、以下のケー
スがあげられており、従業員による柔軟性が欠けていた場合やコミュニケー
ションの不足によるものだとされた。 
 医者が患者の懸念の確認を怠るなど、顧客の話に耳を傾けようとしてい
ないと感じた場合 
 ウエイトレスが注文の確認をしないなど、顧客軽視の姿勢を感じた場合 
 美容院の店員がカット時に男性の友人との話に夢中になり手が止まって
いるなど顧客以外のことに注意を払っていると感じた場合 
 従業員があわてて顧客の期待に添わない行動をとった場合、顧客の期待
を理解せずに有効なサービス提供の行われなかった場合 
 サービスが機械的で、親しみを感じられなかった場合 
 顧客の関心への興味を示す態度が見られなかった場合 
 医者が他の病院への紹介状を書かないなど、柔軟性が欠けていた場合 
 サービスに必要な情報の提供がなされない等のコミュニケーションの不
足があった場合 
（2） 無礼だと感じたこと 
顧客に対して非協力的な従業員や、支払いの終わった客に対して失礼な態度
をとった従業員、気の短い対忚をした従業員に対して、顧客は無礼だと感じ
て離脱を検討するという。 
（3） 知識不足だと感じたこと 
経験の浅い従業員により十分なサービスを享受できなかったと感じた場合
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や、間違った情報を受け取った場合、最新の技術に熟達していない場合、顧
客が納得する説明をできなかった場合に、顧客は従業員の知識不足を感じて
離脱を検討するとされた。  
 
5．サービスの失敗に対する忚対の間違い 
「サービスの失敗に対する忚対の間違い」とは、サービスの失敗そのものによ
る離脱ではなく、失敗が起きた際のサービス提供者による不適切な対忚への不満
による離脱であり、17%の調査対象が該当した。「忚対の失敗」は、小さな失敗か
ら大きな失敗へと 3 つのサブカテゴリーに分類される。 
（1） 不承不承の忚対 
サービスの失敗を顧客が伝えた際に、サービス提供者から最初は忚対を拒絶
されるなど、しぶしぶとした忚対が行われた場合に、形式上はサービス提供
者からの失敗への忚対はなされて正規のサービスを提供されたとしても、顧
客は離脱してしまう。 
（2） 対忚の間違い 
以下のようなエピソードを指摘している。 
 治療を待つ時間がない患者に他の病院へ行くよう促すなど、顧客に自分
自身による問題解決を促してしまう。 
 ホテル料金に対する不満に対し、稼働率の高さを根拠に妥当性を主張す
るな 
 ど、顧客の不満に対して妥当性を認めない場合。 
 クレジットカードの利用中止連絡に対して理由を確認しないなど、顧客
の不満を無視してしまう場合 
 サービスの間違いが起きたときに、その原因が顧客にあるとしてしまう
場合。 
（3） 明らかに否定的な対忚 
 
6．競合の存在 
よりよいサービスを提供する競合へスイッチを原因とした離脱は、調査回答者                 
の 10%に該当するものだった。スイッチ要因としては「より親身であること」、「よ  
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り信頼できること」、「より高品質であること」が挙げられた。多くの顧客が、よ
り高価格であったり、より不便であったりしても、より品質が高い競合や、親和
性のある競合へのスイッチを経験していた。また、これまでのサービスに満足を
していても、競合と品質や親和性の程度を比較して離脱する顧客も多数いること
を指摘している。 
 
7．倫理的な問題 
     違法性や、不道徳性、安全の危機、健康への悪影響など、社会的な基準から大   
きくそれた行動が原因での離脱のエピソードは、全調査対象の 7％が該当した。
「倫理的な問題」のサブカテゴリーには、不誠実な行動、脅迫行動、安全や健康
を害する行動、顧客との利害の対立が挙げられる。 
      不誠実な行動としては、顧客をだます、個人の所有物や金銭を盗む、実行され 
ない仕事への対価をとる、不必要な仕事の提案をするといったことがある。脅迫
行動としては、顧客への押し売りや、不必要に顧客を不安にすることを言うこと
がある。そして、安全や危険を害する行動としては、レストランのテーブルが汚
い、調理中にゴミや金銭を扱う、ホテルですでに他の客がいる部屋の鍵を渡され
るといった例が挙げられた。顧客との利害対立については、旅行代理店がマージ
ンを受け取っている航空会社を勧める事例などがある。 
 
8．顧客にとってやむを得ない変化 
全体の 6%が離脱を決めた要因として「やむを得ない事情」をあげており、顧
客が引っ越した場合などの顧客の事情によるものと、サービス提供者が移転した
場合や保険商品などの提携先の変更などの提供者側の事情の両方があることが
指摘されている。 
 
これらの 8 つの離脱に先行する事象は、1 つのエピソードに複数含まれていることが多
く、1つの事象がきっかけとなり離脱が決定されたエピソードは全体の 45％で、残りの 55％
は複数の事象が相互に関連し、作用することで離脱が決定されることを指摘している。集
められたエピソードのうち、2 つの異なる事象について言及されたエピソードは全体の
36％で、うち半分が「コアサービスの失敗」と他のカテゴリーの事象との組み合わせによ
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るものであったという。複数の事象が相互関連して離脱につながったエピソードについて、
具体的な組み合わせを検討していく。15％のエピソードは「コアサービスの失敗」に対す
る「失敗への忚対の間違い」によってさらに不満が高まって離脱に結びついたというもの
であった。そして、同じく 15%が「コアサービスの失敗」と「サービス提供者の忚対の失
敗」が結び付いて離脱につながったエピソードで、10％は「コアサービスの失敗」によっ
て「価格設定」が不当だという気持ちが強まり離脱が決められていたという。2 つの離脱
要因による組み合わせとして次に多いのが、「サービス提供者の忚対の失敗」と他の要因が 
図 3-1．Keaveney (1995)による顧客の離脱行動のモデル 
価格設定
（1）値段の高さ、（2）値上がり、
（3）不公平な価格づけ、（4）価格設定の誤り
不便益性
（1）場所や時間の利便性
（2）予約のとりにくさ
（3）サービスを受けるまでの待ち時間
サービス提供者の応対の失敗
（1）気がきかない
（2）無礼、（3）知識不足
コアサービスの失敗
（1）サービスの失敗、（2）請求関連の失敗
（3）サービス提供にともなう損害
サービスの失敗に対する応対の間違い
（1）不承不承の対応
（2）応対の間違い
（3）明らかに否定的な対応
競合の存在
よりよいサービス
倫理的な問題
不誠実な行動、脅迫行動、
安全や健康を害する行動、
顧客との利害の対立
顧客にとってやむを得ない変化
顧客の引っ越し、企業の移転
離脱に関するクチコミ
・経験を話す
・苦情を広める
代替品の探索
・クチコミ情報による検討
・競合による発信
離脱
 
出典：Keaveney (1995) p. 76.より 
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結びついたエピソードであった。その中で、もっとも多い組み合わせは、「コアサービスの
失敗」との組み合わせで、次に多いのが「不便益性」との組み合わせ（8％が該当）で、そ
の次に「価格」との組み合わせ（7％が該当）だった。さらに、3 つ以上の事象が結びつく
ことで離脱が決められたエピソードが全体の 15％あり、「コアサービスの失敗」と「サー
ビス提供の忚対の失敗」の 2 つの事象に、「サービスの失敗に対する忚対の間違い」もしく
は、「価格設定」、「不便益性」のいずれかの事象が結びつくことで離脱が決定されることが
指摘されている。 
こうした離脱につながるエピソードの分類とあわせて、図 3-1．に示されているように、
離脱後の顧客の行動ついての考察もなされている。離脱を経験した顧客の 75％が、離脱後
に尐なくとも 1 人以上の知人や家族にその経験を話題にしているという。また、離脱した
顧客の 85％は、離脱後にクチコミ情報や試供品の利用などによって競合へスイッチしてい
ることも指摘された。 
第2節 離脱のプロセスに関する研究 
第1項 サービスのプロセスに関する研究 
Stauss and Weinlich (1997)は、CIT によって顧客の口から語られるのは、顧客にとって印
象的であったいわば極端な事象であり、些細で日常的な出来事が離脱に結びつくことを説
明することはできないという限界があることを指摘している。 
Keaveney (1995)が使用した CIT による分析は、サービス品質の研究で使用される定量的
な調査手法の限界を克服して、顧客が離脱に至るまでに経験した生々しいエピソードが得
られるという利点がある。それに対し、定量的な手法では、顧客のセグメントごとに重視
している品質が違うことを明らかにし、顧客に認識されている品質が十分に提供できてい
るかどうかを計測し管理する目的に対しては有効だが、(1)顧客が認識している品質を調査
票に完全に反映するのが難しいこと、(2)サービス提供者の違いなど考慮されないこと、③
調査票の設問意図の理解に顧客と齟齬が生じる可能性があること、以上の 3 点が問題とな
ることが指摘されている。そして、こうした問題の解決に CIT は有効であると考えられた
のである。 
しかし、CIT についても、顧客の製品・サービスの品質に対する認識や、事前のサービ
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スへの満足や期待などの消費のプロセスは考慮されないため、サービス品質を評価する手
法としては限界がある(Keaveney 1995, Stauss and Weinlich 1997, 小野 2008)。 
CIT による分析のこのような限界を踏まえて考案された分析手法として、「継起的臨界事
象法（以下、SIT：Sequential Incident Technique）」がある。SIT では、CIT の手法を拡張し
て、顧客の印象的なエピソードだけでなく、サービスの提供時からサービスの消費までの
プロセスに関する顧客の経験をすべて記述していく方法がとられる。SIT ではサービスの
品質をより細かく分析していくために、事前調査をしてそのサービスにおいて顧客とサー
ビス提供者のやりとりが行われるエピソードを詳細に分解したうえで、各エピソードの発
生場面で「サービスの提供者によって、どのような状況下で、どのような好ましいエピソ
ード／好ましくないエピソードが起きたのか」を確認していく。そして、顧客満足を生み
出す顧客接点（contact point）はどこか、それは顧客不満につながる顧客接点との違いは何
かを比較していくことで、品質向上につなげていく(Stauss and Weinlich 1997)。 
図 3-2．Stauss and Weinlich (1997)による「休日の旅行」のエピソードの抽出例
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出典：Stauss and Weinlich (1997)の記述より著者作図 
 
 しかし、SIT の目的は、満足／不満足につながるサービス品質の評価方法を明らかにす
ることであるため、上記のようなエピソードを経験した顧客が、その後とった行動につい
ては分析の対象ではないため言及することができない。分析の対象となったエピソードや
顧客接点での経験をした顧客が、その後も該当企業との関係を継続していくのか、利用率
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を下げるもしくは離脱を選択したのか、という結果との紐づけが必要となる。 
第2項 離脱のプロセス（経路）に関する研究 
SIT の課題を解決して、あるエピソードや顧客接点をもった顧客が、その後、どのよう
な行動をとるのか（関係を維持して取引を継続するのか、離脱や利用率を下げるのか）ま
で視野に入れた分析手法として、Stauss and Weinlich(1995、1997)によって提唱されたスイ
ッチング経路分析（SPAT：Switching Path Analysis）がある。SPAT では、臨界事象を捉え
るだけでなく、顧客が経験した出来事が顧客の離脱という行動につながる経路を記述して
いくことで離脱のメカニズムを明らかにすることを目的としている。 
Roos (2002)は、顧客との継続的な関係を構築する（離脱を阻止する）目的に対して影響
する事象と、サービス対忚のプロセスの問題や顧客から得られた臨界事象は必ずしも一致
しないことを指摘している。そして、特定の臨界事象の前後にある顧客の文脈や、新しい
技術による事業環境の変化、競合の存在、顧客の意思などを考慮して、顧客との関係性を
より包括に捉えるための研究手法が必要だと考えた。そのため、SPAT では、CIT では顧客
の声として聞き取られていた離脱の原因とされる事象を、顧客と企業の取引の中で起きた
その他の様々な出来事や行動と結びつけられていく。 
そして、SPAT では、離脱は、問題となった事象（これを「スイッチング規定因」と呼ぶ）
に対して反忚的に決められるのではなく、「スイッチング規定因」が離脱までの全体のプロ
セスの中で顧客の口からどのように語られたのか、が重視される。そして、離脱までのプ
ロセスをスイッチング経路として明らかにするのである。 
ある特定の事象（価格や場所、サービス従業員などの問題等）は、スイッチング規定因
として位置づけられるものの、離脱に至るプロセスを理解するうえで本質的な問題とは見
なされない。顧客が離脱に至るまでのプロセスを方向づけるきっかけとなった出来事は、
トリガーとして概念化される。重要なのは、トリガーと起きた事象を結びつけて全体プロ
セスを理解するなのだ。 
Roos (2002)、Roos et al.(2005)は、顧客離脱のきっかけとなるトリガーが、(1)影響型
(influential)、(2)状況型(situational)、(3)反忚型(racional)の 3 つのタイプに分類されることを
指摘している。 
反忚型のトリガーは、これまでに検討してきたようなサービス提供者と顧客との直接的
な相互作用の中で発生した問題（臨界事象）など、顧客対忚の不備があった場合を指す。
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影響型のトリガーがきっかけとして離脱がおきるのは、競合による新製品・新サービスの
導入に伴う競争的な価格訴求、プロモーション活動、新しい決裁手段の登場などによる。  
そして、状況型のトリガーは、企業がコントロールすることのできない顧客の生活環境
の変化によるものだ。生活時間や働き方の変化、移動手段の変化、住環境の変化、さらに
は人生のライフステージの変化（入学・卒業、就職・転勤・転職・退職、結婚・離婚、出
産など）などの変化が含まれる。転勤に伴い新しい銀行口座を開設して、古い口座を解約
することによる離脱や、長距離電話やインターネットサービスプロバイダーの変更に伴う
離脱に対して、サービス提供者が対忚することは難しい。離脱の原因がこのような企業活
動の失敗以外のところにもあることは、顧客の経験をより広範囲に時間的なプロセスを追
って把握していく手法である SPAT によって明らかになった観点だと言えよう。 
これらのトリガーについて小野(2008)による記述から補足しておく。保険サービスにお
いて顧客から「お金が必要になった」という理由によって解約の申請があった場合を考え
る。この場合、SPAT では解約者が口にした「お金が必要になった」という事象は、スイッ
チング規定因ではあるが、トリガーではないと考える。顧客がこのような解約に対する引
き留めに合いにくい理由を挙げて解約をする背景には、解約を即座に決めるほどの企業側
の過失や問題はないと考えることができる。このときにスイッチング経路を時系列に追っ
ていくと、本来の離脱の要因が明らかになる可能性がある。その顧客は契約時に縁故など
の義理によって契約をしており、その担当社員が離脱をしていた場合には、製品・サービ
スに期待していた要素がなくなったことは反忚型トリガーといえる。また、競合他社によ
る新商品や、割安な保険料を訴求した広告がきっかけとなっていた場合に、それは影響型
のトリガーによることがわかる。または、これらのトリガーが蓄積して顧客にとって解約
への機運が高まっていた折に、子どもが独立してもう保険は不要だと考えるにいたった場
合、これは状況型のトリガーによることがわかる。SPAT では時系列で、トリガーから離脱
までのプロセスを追いく。 
また、Roos (2002)は、このようなトリガーをきっかけとしてサービス提供者と顧客の関
係性が離脱に向かっていくとしても、その離脱の検討プロセスでは 3 つの力が働くことを
指摘している。代替となる選択肢のスイッチを検討していこうとする力、現在のサービス
の良い面と悪い面を比較して離脱の妥当性を検証しようとする力、そして利用サービスを
離脱して競合を利用もしくは併用していた顧客に再購買を促す力の 3 種類があり、これら
が離脱のプロセスにも大きく関わってくるという（このような SPAT による分析のプロセ
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スにて検討すべき要素を下図のように表現している）。また 3 つ目の再購買を促進する力に
ついて、Roos (2002)は、完全に離脱することなく、一部商品・サービスのみを他と併用し 
図 3-3．SPAT によって明らかになる離脱までの過程の概要 
結果
スイッチング経路
臨界事象 臨界事象 臨界事象 臨界事象 臨界事象 相互作用 相互作用
離脱してスイッチした
あとのサービス提供者B
トリガー
-状況型
-影響型
-反応型
競合へのスイッチ
を促進する力
離脱の妥当性を
検討させる力
再購買を
促進する力
サービス提供者Aとの関係性
 
出典：Roos(2002) p.196．に加筆して作成 
 
 表 3-2．CIT・SIT・SPAT の比較 
 伝統的な CIT SIT SPAT 
研究の目的 臨界事象の分類 
顧客満足／不満足につな
がる顧客応対の内容 
時系列でのスイッチング
経路を明らかにする 
インタビュー
質問内容 
臨界事象に関連した 
質問 
顧客応対について、応対
がどのような文脈で起きた
のかを質問 
サービス利用から離脱後
の競合他社の製品・サー
ビスの利用経験まで包括
的に質問 
分析の対象 
顧客応対における 
臨界事象 
顧客応対のやりとりと、その
文脈 
離脱し競合へスイッチす
るまで長期期間の関係性 
顧客関係性の
焦点 
顧客忚対の内容 顧客忚対の文脈 包括的な関係性 
分析から示唆
されること 
自社サービスの顧客応対
の課題 
自社サービスの顧客応対
の課題 
自社の顧客応対の課題
と、離脱後までを含む包括
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的な関係性の課題 
出典：Roos(2002) p.200. に加筆して作表 
 
 
ている顧客は、完全に離脱した顧客と比べて、離脱した商品・サービスに対する再購買す
る可能性が高いことを指摘している。 
第3項 スイッチング経路分析の応用 
SPAT を忚用して、離脱の過程について考察をした研究がいくつかある。Roos, Edvardsson, 
and Gustafsson (2004)は、SPAT を活用して、スイッチング・バリアや事業の置かれた競争
環境の違いによって顧客の行動がどのように変わるのかを検証している。この研究につい
ては次章で、スイッチング・バリアに関する概念の整理をしたうえで検討したい。本項で
は、Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)による、顧客満足や事前の関与（Commitment）、事
前の離脱経験、そしてスイッチング経路分析におけるトリガーが、顧客の再購買や離脱の
意向に与える影響を調査した研究と、小野(2008)による顧客の使用行動と収益性、そして
トリガーの関連性に着目した研究について検討していく。 
① 顧客満足、関与、事前の離脱経験、トリガーと離脱の関係 
Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)は、反復購買（そして離脱）の意向や行動のプロセ
スに影響を与える先行要因として、顧客満足と、情緒的・功利的関与（Affective and 
Calculative Commitment）、過去の離脱の経験に着目する。そして、これらと状況型・反忚
型のトリガーが、顧客の再購買や離脱の決定に対して与える影響について、電気通信サー
ビス事業者の利用顧客を対象に調査を実施する。この調査では定量調査を組み合わせて、
各要素の再購買および離脱に対する影響力の程度も計測した。 
関与（Commitment）は、企業や組織に対して顧客が関係性を維持したいという気持ちや
態度、姿勢であり、顧客満足と同様に、再購買意向やロイヤルティの形成に影響する概念
だとした。そして、情緒的関与は、信頼感や高い関与から顧客維持を図ろうとする姿勢で
あり、功利的関与は、スイッチング・コストや代替となる選択肢と便益を経済合理的に計
算して判断しようとする姿勢であると定義された。顧客満足や情緒的関与が製品・サービ
スに対して知覚された価値によって形成されるのに対して、功利的価値は競合他社との比
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較によって形成される点に着目したい。また、顧客満足も関与もともに、再購買意向やロ
イヤルティの形成にポジティブに影響するが、顧客満足は「これまでの」購買に、関与は
「これらからの」購買に関連するものだと考えられた。 
調査の結果からは、顧客満足も情緒的関与も共に再購買意向に対してポジティブな影響
をおぼすが、情緒的な関与よりも顧客満足の方がより強く働きかけることが明らかになっ
た。また、競合他社からの影響を考慮した功利的関与が、離脱に対してネガティブに影響
することが確認された。また、過去の離脱経験が、離脱の決定に対して与える影響は、顧
客満足よりも低いことが確認された。こうした結果を受けて、顧客離脱および再購買の過
程を理解し、さらに実務において CRM を考える際には、顧客満足に加えて、競争環境の
影響を含む功利的関与について考慮することが重要だという指摘をしている。また、今回
の調査では、顧客満足の方が、功利的関与よりも影響が強い結果になったが、どちらが強
いかは、製品・サービスの形態の違いによって変わってくる可能性があることも示唆され
ている。 
 表 3-3．Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)の検討概念を定量的に測るための調査項目 
検討した要素 調査項目 
状況型のトリガー 勤務状況や、家族の状況、もしくは生活の環境の変化によって、他の
製品・サービスへの変更を考慮した経験がないか確認。 
反忚型のトリガー 利用製品・サービスで、サービス品質の务化や請求まわりの手違いな
どがあり、他の製品・サービスへの変更を検討した経験がないか確認。 
顧客満足 1. 包括的な満足度 
2. 期待通りであったか 
3. 該当する業種のサービスとして理想的なものか 
情緒的関与 1. その企業の顧客であることに喜びを感じるか 
2. その企業による顧客の面倒見のよさは最高レベルか 
3. その企業と相互に理解し合っていると思うか 
功利的関与 1. その企業の顧客であるために支払う金額に妥当性を感じているか 
2. 他の企業を利用することになった場合に経済的な損失を感じるか 
3. その企業の立地の利便性は他の企業よりも優れているか 
出典：Gustafasson, Johnson, and Roos(2005) p.213.に加筆して作表 
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また、Roos (2002) が指摘した状況型のトリガーおよび反忚型のトリガーについて、顧客
の離脱に対して大きな影響力をもち、顧客満足が再購買意向に対して与える影響を低下さ
せるという仮説に対する検証が行われた。しかし、今回の調査では、トリガーの影響を確
認できず、この仮説は棄却される結果となった。この結果に対して、Gustafasson, Johnson, 
and Roos(2005)は、検証のためのデータを収集した期間（9 か月）の短さを問題としている。
SPAT では長期的な関係性を対象とするため、これらのトリガーがスイッチング経路を形成
することを確認するにはより長期的な検証が必要だと考えたのである。 
② 顧客の使用行動、収益性、トリガーと離脱の関係 
 小野(2008)は契約型のサービスにおける顧客離脱を考えるうえでは、顧客の使用行動に
ついて考えることの重要性を指摘している。契約型サービスでは、最初に契約を取り交わ
した後は、契約更新時まで顧客が購買意思決定をする機会はないことが多い。この場合に、
契約期間中の利用率が低い顧客が、次回の契約更新をする可能性は低くなるため、必然的
に使用段階にも関心が寄せられることになる。 
 顧客による製品・サービスの使用パターンに着目した研究では、使用行動の量的および
質的な側面が指摘されている。使用の量的側面としては「使用頻度」、「使用時間」、｢使用
率｣、「使用の深さ（depth of usage）」、「消費の深さ（depth of consumption）」などが、質的
側面としては「用途の多様性」、｢使用の幅｣、「消費の広さ」などが提案されている。Gourville 
and Soman(2002)は、「使用頻度」が契約更新（離脱）に及ぼす影響を検証している。契約
型サービスの使用頻度は、初回契約の直後がもっとも高く、時間の経過とともに低くなる
傾向にあるという。これは、最初は「使わなければ損」という意識が働くが、時間がたつ
と顧客のコストへの意識が薄くなるためだと説明している。また、使用頻度が高まると、
顧客にとって使用が生活の一部となり、製品・・サービスの活用にも熟練するため、スイ
ッチング・バリアが高まり、次期の契約更新率が高まることが指摘されている。 
 小野(2008)はこうした顧客の使用行動と収益性、そしてトリガーの関連をフィットネ
ス・クラブにおける顧客（現役の会員、退会者）を対象に検証した。フィットネス・クラ
ブを調査の対象にしたのは、顧客満足度が十分に高い顧客の離脱が多く、サービスやプロ
グラムの不備が問題だと考えにくいことによる。 
また、Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)と同様に定量的な検証を行い、収益性につい
ては、新規顧客の獲得にかかるマーケティング費用の回収期間に当たる期間を超えて在籍
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したかどうか、という顧客による一定期間の支払い総額からコストを差し引いた顧客別損
益に着目した分析がなされた。顧客別損益に対してもっとも影響があったトリガーは影響
型トリガーで、自分の生活圏に他のフィットネス・クラブがオープンした、メニューが充
実した、料金が値下げされたなど、競合他社の動きを認識したことで離脱が起きているこ
とが確認された。状況型のトリガーによって離脱した顧客についてより詳細に検証してい
くと、事前の利用目的のあり／なしによる離脱が次点で、その次に状況型トリガーによる
離脱を経験している顧客が多いことが明らかになった。状況型トリガーは、結婚などによ
って生活環境が変わった、引っ越し、仕事が忙しくなったなどの生活環境の変化に関する
調査項目に対して該当する顧客となる。フィットネス・クラブの退会理由として「仕事が
忙しくなった」という理由は多いが、このように回答した顧客も状況型トリガーと組み合
わさって退会を決定している顧客が一定量存在することが考察されている。 
また、使用パターンについての検証結果からは、利用頻度が低い場合も契約前の期待に
沿った利用ができていれば契約更新につながり、使用頻度の高い顧客の場合は事前の期待
やサービスに対する熟練などに関係なく離脱が行われることが考察されており、上記のよ
うなトリガーによって離脱が決定されることが言及されており、使用行動とトリガーの関
係に関する概念上の関連は下図のようになることが指摘されている。 
図 3-4．契約型のサービスの契約更新 
初回契約
埋没コスト
使用率
スイッチングコスト
用途の多様化
満足/不満足 次回契約更新
トリガー
トリガー
トリガー トリガー
トリガー
今期 次期
 
出典：小野(2008), p.25.より加筆して作図 
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第3節 離脱までの検討プロセスに関する研究 
Coulter and Ligas(2000)は、過去の研究における離脱要因を整理（表 3-2．）したうえで、
前節で言及した Keaveney(1995)が指摘したように、顧客の離脱過程に着目した研究に着目
し、顧客の離脱に関する意思決定はある出来事をきっかけとして、長期的なプロセスの中
で段階を踏んで検討され決められることを指摘している。長期的な関係が想定される取引
関係においては、不満足な経験に対して顧客は苦情を述べるだけでなく、実際に他の選択
肢を考慮したり、不満足の原因を探ろうとしたりするなど、より能動的な対忚を行うと考
えた。 
こうした離脱の過程を検討していくうえで、Coulter and Ligas(2000)は心理学や社会心理
学の研究の成果から対人関係における離脱までの段階を、喫煙やギャンブルなどの習慣か
らの離脱の過程や段階を考察して、離脱までの検討段階まで含めた過程を見ていくには、 
表 3-4．Coulter and Ligas(2000)による離脱要因の分類 
離脱要因 言及している研究 
期待と一致しない場合 Keaveney (1995), 
Zeithaml, Berry and Parasuraman(1993) 
Oliver (2009) 
 
競合企業による、より良質な製品・サービスも
しくは、より安価な製品・サービスを見つけた
場合 
Bitner, Booms, and Tetreault(1990) 
Keaveney (1995) 
企業が製品・サービスの提供を中止する、もし
くは該当企業が閉鎖された場合 
Keaveney (1995) 
顧客が引っ越しなどをして物理的に関係性を
維持できなくなった場合 
Keavney (1995) 
これらの要因の組み合わせで離脱する場合 Keavney (1995)  
 
出典：Coulter and Ligas（2000）による記述をもとに筆者作表（原著を参照したため、Oliver（1997）
は改訂版の出版年を記載）。 
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悪化していく過程の出来事、(2)離脱を一時的に回避する機会、(3)離脱の決定的なきっかけ
となる要因、(4)外部の要因、以上の 4 点を考慮する必要性を指摘したうえで、複数のサー
ビス業に対する離脱の過程に関するインタビュー調査を実施した。調査の対象者の利用サ
ービスは、(1)関係性が美容院、医療、電気通信サービス事業者、金融機関であった。イン
タビューは CIT や SPAT よりも離脱の過程に注目する形で行われた。また、データの分析
にあたっては、個々の調査対象者の発言を、離脱に決定に影響した要因と、離脱の過程を
分けて考えることが重要だとしている。 
調査の結果から、離脱までに大きく 3 つの段階があることが明らかになった。3 つの段
階は、「解消段階」（a dissolution stage）、「離脱段階」（an exit stage）、「解消後段階」（a 
post-dissolution stage）の 3 つに概念化され、離脱の検討が行われるのは「解消段階」だと
された。また、この「解消段階」で顧客の離脱の決定に影響する要因には、以下の 4 つが
あることが指摘されている。 
 
1. 製品・サービスそのものに関連した要因 
コアサービスの失敗や、サービス対忚の失敗、サービスの失敗に対する反忚
など、顧客のニーズにあった製品・サービスを提供できていないことによる
影響を指す。 
2. 市場要因 
競合企業によって提供されている選択肢と比較して、高い利便性や納得のい
く価格や、優れた品質を提供できているかという相対評価による離脱への影
響を指す。 
3. 顧客自身の要因 
これまで利用していた製品・サービスとの関係性や思い入れの度合いや、そ
の製品。サービスの生活の中での位置づけを変えることによる影響などを考
慮することが、離脱の決定に関わってくる。 
4. その他の関連した要因 
周囲からのクチコミによる影響などを考慮することが指摘されている。 
 
さらに、長期の離脱の過程を構造化していくうえでは、苦情行動や、離脱後の再購買意向
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についても検証する必要性に言及している。 
離脱までの検討段階の 1 つ目として指摘された「解消段階」はさらに 3 つの段階に分か
れる。第一番目の段階は、「離脱への引き金」段階（the Breakdown Trigger)となる。これは
顧客にとっての不満足な経験や、ニーズが満たされなかった経験を指している。具体的に
は、美容院で納得できない仕上がりとなった経験や、電気通信サービス事業者から不当な
請求を受けた経験、医者の忚対への不満、さらには金融機関の利回りへの不満などが上が
った。つまり、顧客が製品・サービスの問題点を発見する段階である。こうした経験から、
解消段階は始まる。 
「解消段階」の二番目の段階は、「分析」段階（the Breakdown Phase）である。第一段階
で発見した問題に対して、このまま離脱をしてもよいのかについて妥当性を検証している
段階である。この段階で 4 つの要因について考慮がなされる。一回の問題で離脱する顧客
は尐なく、製品・サービスの不満に対して他の製品・サービスを試したり（1．製品・サー
ビスに関連した要因と 2．市場の状況に関連した要因）、サービス提供者との関係を考慮し
たり（3、顧客自身の要因)、家族や友人からのアドバイスを受けたり（4．その他の関連し
た要因）しながら離脱を検討する。4 つの要因を考慮しながら、顧客は取引コストや、競
合他社の製品・サービスへの切り替えに伴う精神的なコストと変更による便益を推し量っ
ていく。この段階では、解消段階での経験の影響はあっても、実際の離脱は行われない。
さらに、山本(2001)は、地方銀行の顧客の満足度の分析を検証的に行っており、取引年数
が長いと軽微な品質の低下や利回りの低下に顧客は反忚しないことを指摘している。 
また、この段階では、顧客は惰性的、もしくは習慣的に、離脱することなく製品・サー
ビスの利用を継続することも指摘されている。また、この段階では、周囲の意見に耳を傾
けることはあっても、製品・サービスに対する不満を口にする顧客は尐ないことが指摘さ
れている。Grégoire, Tripp and Legoux（2009）の研究から、顧客の苦情行動は、最初の「離
脱への引き金」段階で起こると考えられる。 
 「解消段階」の最後は「離脱の意思決定」段階（the Determinant Incident）である。ここ
で顧客に離脱を決定させる出来事が起きることで、顧客の意思が固まる。調査では、大き
く 2 つの要因があることが指摘されている。1 つは、製品・サービスに関連した問題で、
美容院のカットの仕上がりに納得できないことが続いたことや、電気通信事業では顧客対
忚の失敗があげられた。もう 1 つは市場要因によるもので、他の病院への通院や競合の金
融機関の利用があげられた。顧客は製品・サービスに問題を感じて、他の選択肢が存在す
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ることで離脱を決意するのである。 
 このような離脱検討のプロセスを経て、大きな分類の２つめの「離脱段階」を迎える。 
「離脱の意思決定」段階を経た顧客が、実際に離脱するとした場合に、顧客が積極的に知
らせてから離脱する場合、消極的に時には相手に知らせることなく離脱をする場合がある
ことに言及されている。積極的に離脱を知らせる場合には、電気通信事業者に対して契約
を打ち切るための連絡をすることだけでなく、顧客サービスの担当者に対して不満を伝え
てから離脱するような場合も含まれている。そして、この段階でも苦情行動が起きる可能
性があることが言及されている。 
そして、これらを経て最後の段階が、「解消後段階」である。ここでは Roos and Strandvik 
(1997)などの研究から、離脱をして顧客が再度戻ってくる可能性が検討された。顧客は離
脱をして競合他社による選択肢を利用した後に、これまで利用していた製品・サービスに
対して再評価を行う。その時点で、スイッチした先の競合他社の製品・サービスに対して
納得がいかなかった場合や、もとの製品・サービスの方がよいと感じた場合、さらに元の
製品・サービスからアプローチがあった場合などに、またもとの製品・サービスに戻って 
図 3-5．離脱検討プロセス考慮した離脱の過程 
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出典：Coulter and Ligas (2000) p.689．より加筆して作図 
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くる可能性（離脱後の再購買行動）が指摘されている。この場合に、製品・サービスに対
して否定的な感情をもっている顧客には、サービス提供者との関係性へのポジティブな感
情が、顧客対忚等に不満のある顧客には、製品・サービスに対してポジティブな感情が働
くことが明らかにされた。 
また、離脱検討段階では、顧客の習慣による惰性的な購買行動を取ることが指摘されて
いる。顧客の購買後の態度として、満足でも不満足でもない一種の中立的な状態があり、
この時顧客は評価を留保し、再購買意図を大きく変化させることがないという指摘をする
研究もある。 
継続的に購買を続けている顧客であっても、必ずしも満足しているとは限らない。購買
頻度や購買金額からは実態を把握できないまま、離脱を検討している顧客の存在を理解し、
考慮することが、離脱の過程を理解するうえで重要となる。 
このような検討段階の心理に対する理解を深めるため、次節では顧客の再購買意図との
強い関連性をもつ顧客のロイヤルティについて検討する。さらに、次章では、離脱の検討
過程にあたる「分析」段階において、顧客が冷静に競合との比較を行っているという Coulter 
and Ligas(2000)の指摘を受けて、スイッチング・バリアやスイッチング・コストといった
概念について検討していく。 
第4節 期待やロイヤルティの離脱検討プロセスへの影響 
最後に、離脱の検討過程で、期待や顧客ロイヤルティが与える影響について検証した Yi 
and La (2004)の研究を検討する。Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)は、再購買および離脱
の検討過程において、顧客満足や関与が与える影響の大きさを指摘した。しかし、顧客満
足と同様にリレーションシップ・マーケティングの分野における研究で顧客の再購買意向
の大きな影響をおよぼすとされている顧客ロイヤルティを離脱検討時の先行要因と考え、
「高いロイヤルティをもつ顧客と、そうでない顧客では再購買意向の形成過程の違いがあ
るのか？」という疑問に関する研究は尐ない(Yi and La 2004)。 
 Yi and La (2004)は、顧客の期待とは、Boulding et al.(1993)の期待形成のダイナミックモデ
ルなどの先行研究から、顧客の消費経験によって常に更新されるものだと定義している。
顧客は、累積の製品・サービスの消費の経験、競合他社の製品・サービス、その製品・サ
ービスに関連した様々なマーケティング・コミュニケーションなどを経験して、その製品・
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サービスに対して望ましいと思う内容を変えていく。顧客満足が、ある一時点での消費の
経験に基づく静的な感情であるのに対して、期待は動的なものだと定義している。そして、
顧客の再購買の決定および、離脱の決定は、動的に変化していく期待を高めることができ
なかった場合に行われると考えた。 
 そして、「顧客満足／不満足－再購買／離脱」の関連性を考える際に、「満足－期待」と
「期待－再購買」の影響を考慮すると、再購買／離脱の決定には以下の 2 パターンの経路
が存在することが考えられる。 
図 3-6．顧客満足、期待、再購買・離脱の経路の概念図 
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出典：Yi and La (2004)より筆者作図 
 
そして、これらの 2 つの経路に対して、ロイヤルティの高低がどのような影響をおよぼ
すのか検証がなされた。満足が再購買・離脱に対して期待を経由して間接的に影響を与え
る場合に、ロイヤルティの違いが期待に影響を与え、顧客の意思決定も変わってくること
が考えられる。また、静的な満足が再考買・離脱に直接的に影響する場合は、ロイヤルテ
ィの違いによる影響はないと考えられる。 
 また、ロイヤルティの高低については、以下のように定義づけされた。ロイヤルティの
高い顧客は製品・サービスの消費経験も多く、品質を熟知しており、製品・サービスに対
する信頼も高いため、製品・サービスに問題があった場合も、一時的なものとして判断す
る傾向があると考えた。反対に、ロイヤルティが低い顧客は製品・サービスに問題があっ
た場合に、疑念をもって再購買を検討するとされた。 
また、新しい情報に対する態度や関与の違いについても言及されている。ロイヤルティ
の高い顧客は、過去の購買経験があるため製品・サービスに対する信頼が大きいため、関
係を維持しようという関与も強く、外からの一時的な情報からの影響を受けにくい。同時
にロイヤルティの高い顧客は、該当するブランドに対する知識があるからこそ、他の製品・
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サービスに切り替え、これらの知識が使えなくなることを避けるため、同じ製品・サービ
スを利用し続ける傾向があることも指摘された。そして、ロイヤルティの低い顧客の場合、
逆により探索的になることが考えられた。これらの特徴を踏まえて、顧客満足、期待、ロ
イヤルティが顧客の再購買の決定に対して与える影響について、以下の 4 つの仮説が立て
られた。 
H1：製品・サービスについての一時的な問題が、顧客満足に対して与える影響は、 
ロイヤルティが低い顧客の方が高い顧客より大きい。 
H2：顧客満足が期待に対して与える影響は、ロイヤルティが低い顧客の方がロイ 
ヤルティの高い顧客より大きい。 
H3：期待が再購買・離脱の決定に対して与える影響は、ロイヤルティが低い顧客 
の方がロイヤルティの高い顧客より大きい。 
    H4：満足が再購買・離脱の決定に対して与える影響は、ロイヤルティが高い顧客 
の方がロイヤルティの低い顧客より大きい。 
 
これらの仮説に対して、韓国の大都市圏の家族向けレストランの利用経験についての調
査を実施し検証がなされ、H2 以外の 3 つの仮説が支持される結果となった。つまり、製品・
サービスに関する問題が離脱検討のプロセスで大きく寄与することが Coulter and 
Ligas(2000)によって指摘されたが、それが一時的な問題であった場合に、ロイヤルティの 
低い顧客の方がそれを決定的な問題として不満を感じ、離脱を決める傾向が強いことが明
らかになった。一方で、満足／不満足が直接的に再購買・離脱に対して影響するわけでは
なく、（図 3-6.の下の経路のように）期待が再購買に対して関連してくることから、ロイヤ
ルティが低い顧客は、離脱の検討段階でマーケティング・コミュニケーションによって離
脱を阻止できる可能性が示唆される。 
また、高いロイヤルティをもつ顧客は、（図 3-6.の上の経路のように）満足が直接的に再
購買意向に対して影響するため、強い不満をもって離脱を検討した場合に、態度変容を促
すための一時的なマーケティング・コミュニケーション等の情報提供をしても、影響は小
さいことが指摘されている。 
 また、Antón, Camarero and Carrero(2007)は、Coulter and Ligas(2000)の研究をさらに発展さ
せて、離脱検討プロセスに対する顧客の関与やロイヤルティ、次章で検討するスイッチン
グ・バリアといった要因の関連を検討している。この研究では、離脱の検討過程を明らか
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にしていくうえで、顧客の過去の製品に対する購買経験と、競合製品・サービスなどの代
替選択肢の状況や、そして競合製品・サービスへの知識量を考慮することの重要性を指摘
している。そして、これまでの研究では。コアサービスや製品の価値に対する不満足が、
顧客の離脱検討・決定の過程に対して強く影響することが言及されてきたが、最初の離脱
検討のきっかけや最終的な決定となるのは、品質の欠陥や、サービスにおける忚対の悪さ
といった要因より、企業側の不誠実な対忚や、顧客のこれまでの経験から納得のいかない
価格設定、さらに怒りを押さえることのできない臨界的な出来事といった要因の方が強い
影響力をもつことを指摘している。 
 顧客維持研究においては、顧客のロイヤルティや期待、そして最近の研究の研究では顧
客の関与といった概念への注目が高まっており、離脱に対する影響を目的として、Jones, 
Fox, Taylor, and Fabrigar(2010)などがある。彼らは関与が離脱検討の過程に与える影響を考
える際に、Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)が言及した「情緒的関与」と「功利的関与」
に加えて、「規範的関与」（Normative commitment）の影響を考える必要性を指摘している。 
「規範的関与」とは義務感や、義理の感情によって、該当する製品・サービスを利用し
続けることで、知り合いや家族、地域社会との関係から購買の継続がなされることを言う。
この研究では、自動車の購買経験に対して調査がなされたが、これら 3 つの関与が再購買
の決定に対する影響はポジティブなもので、特に情緒的な関与が強い影響を及ぼすことが
確認された。また、先の結果と同様に功利的関与の重要性についても言及されており、競
合との比較が離脱の検討段階で大きく寄与してくることを指摘している。以上を踏まえて、
次章では、顧客が離脱を検討する際に障壁となるスイッチング・バリアについて検討して
いきたい。 
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第4章 スイッチング・バリアと離脱の研究 
第1節 スイッチング・バリアの定義 
スイッチング・バリアとは、既存の製品・サービスに満足していない顧客が別の製品・
サービス提供者にスイッチする際に感じる困難さや、スイッチする際に顧客が感じる経済
的、社会的、心理的負荷を意味するもの（Fornell 1992）で、企業が顧客と長期の関係を構
築する過程で顧客を維持し離脱を防ぐ要因として注目されてきた。スイッチング・バリア
が高ければ、たとえあまり満足していない顧客であっても維持することが可能となる。ま
た、顧客の離脱の要因となるような製品・サービスの中核価値を損なうような失敗や、相
対的な品質の低下が起きたときに、それを補う概念とも考えられる。 
これと類似した概念として「スイッチング・コスト」がある。これらの 2 つの概念は明
確に区別されずに用いられることも多いが、スイッチング・バリアの方がより幅広い意味
合いをもち、スイッチング・バリアの下位概念のひとつでしかないという指摘もある（Ping 
1993, Jones et al. 2000,Colgate and lang 2001, Patterson and Smith 2003 等）。 
スイッチング・コストとは、「ある供給業者の製品から別の業者の製品に変えるとき、
買い手に一時的に発生するコスト（Porter 1980）や、「サービスを変更する際にかかる時間
的、金銭的、心理的コスト」（Dick and Basu 1994 )であり、これは顧客が離脱を検討する際
の障壁としては一部でしかないという考えだ。 
こうした障壁に対する概念として、「顧客満足」がある。顧客満足が、再購買・離脱の
意向の形成および決定に対してもつ影響力は、ここまでの研究でもあきらかである。製品・
サービスの中核となる価値への満足／不満足がサービス提供者を切り替えるベネフィット
の知覚に影響を与え、結果として顧客の離脱および再購買意図に対し影響することを指摘
する研究は多い（Anderson and Sullivan 1993, Bolton and Bronkhort 1995, Gustafasson, Johnson, 
and Roos 2005 など）。 
顧客維持戦略を考えるうえで顧客満足が重要であることに間違いはないが、それを高め
ることのみが唯一の方向性ではない（Bendapudi and Berry 1997, Jones and Sasser 1995）。顧
客満足を、あらゆる顧客に対して常に 100％まで高めることは難しく、戦略を実行してい
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くうえで現実的ではないことはあきらかだ。 
また、顧客満足のみを重視することに対する問題を指摘する研究も多い。顧客の再購買
意向や検討段階において、顧客満足が直接的にポジティブな影響をおよぼさないこと（Yi 
and La 2004）や、ある顧客群においては顧客満足と再購買意向に関連が見られないこと
（Mittal and Kamakura 2001）、満足が一定の水準を超えた場合にしか再購買意向やロイヤル
ティを高めることはない（Dick and Basu 1994）という指摘もある。前章では、関与や期待
といった概念の影響を検討した。 
顧客維持戦略の目的は顧客の離脱を防ぐことだとするならば、顧客が離脱を検討するプ
ロセスにおいて、現在利用している製品・サービスから、他社の代替製品・サービスへの
切り替えを阻止するための障壁を構築することも、重要な戦略となる。ロイヤルティ・プ
ログラムなど CRM の研究において効果が確認されたものの多くもこうした視点から検討
からも、これは明らかであろう。 
離脱検討の過程で、障壁としてのスイッチング・バリア、スイッチング・コストについ
て検討することの重要性が示唆された研究は多い（Coulter and Ligas 2000, Yi and La 2004, 
Gustafasson, Johnson, and Roos 2005, Jones, Fox, Taylor, and Fabrigar 2010 など）。スイッチン
グ・バリアに関する研究は、顧客が企業と継続的な関係を維持する意思に対する規定要因
を検討するという観点から、自社の既存顧客をつなぎ止め、維持するという視点でなされ
たものが多い。しかし、本章では、上記のような背景から、障壁としてのスイッチング・
バリアが顧客の離脱検討プロセスに対した及ぼす影響についての理解を深めることを目的
に検討していく。 
第2節 スイッチング・バリアの種類 
スイッチング・バリアは、1980 年代以降、経済学、戦略論、マーケティング論など幅広
い分野で研究されてきた。しかし、その種類については統一した見解は形成されていない
のが現状である。本節では、スイッチング・バリアの種類をより幅広く扱っており、多く
の研究で引用されている研究例から示したうえで、その影響について言及していく。顧客
の離脱に対する影響を考えていく観点から、前章、前節で検討した「顧客満足－再購買意
向」の関連性に対してスイッチング・バリアがどのように影響してくるのかを検証した研
究を検討していく。 
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表 4-1．先行研究によるスイッチング・バリアの種類 
研究者 研究の概略とスイッチング・バリアの種類 
Ping(1993) 小売業と供給業者の企業間の長期関係性を、Hirschaman(1970)モデル
を拡張して研究。チャネルの企業間で問題が起きた際に、小売業者
が離脱し供給業者を替えることを検討した場合に、以下の 4 つのス
イッチング・バリアが影響することを指摘している。 
 スイッチング・コスト 
新たな取引先の検索や、相手先との交渉の手間、取引相手と
してふさわしいか監査するための費用などを考慮する。 
 代替の魅力 
 関係性への投資 
新しい供給業者との関係性構築に伴う投資を考慮する。 
 投資の独自性 
新たな取引のために、相手先に合わせた特有の製品開発や設
備、人的なスキルへの投資が必要になる可能性を考慮する。
また、新規取引先との関係では不要になってしまう、既存の
取引先に対して、これまでの投資を捨てることになることを
考慮することも指摘された。 
Jones, Motherbaugh, and 
Beatty (2000) 
サービスにおいて、スイッチング・バリアによって顧客満足が再購
買の決定に対して与える影響は弱まることを指摘。また、顧客満足
が高いときのスイッチング・バリアが再購買に与える影響は弱まる
が、顧客満足が低い場合に再購買の決定に与える影響は強くなるこ
とを指摘した。検証は、銀行業と理美容室の利用経験から行われ、
以下の３点をスイッチング・バリアとしてあげた。 
 対人関係性 
顧客とサービス提供者との交流によってむすびついた個人的
な関係性を考慮する。 
 スイッチング・コスト 
 代替の魅力 
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Jones, Motherbaugh and 
Beatty (2002) 
理美容室と銀行の利用顧客を対象に、スイッチング・バリアと顧客
再購買の意向の関連性を検証した。スイッチング・バリアの種類と
して、以下の６点をあげている。 
 パフォーマンスを失うコスト（Lost Performance Costs） 
飛行機のマイルや、特別な割引待遇、レストランでの特別待
遇など、製品・サービスの継続的な利用によって、本来の価
値を拡大して優遇される。 
 不確実性コスト（Uncertainty Costs） 
未経験の製品・サービスへの切り替えることへの危機意識や
不安をコストとして考慮する。実体がなく品質が不確かなサ
ービスでは強く働く。 
 事前の探索と評価のコスト （ Pre-switching Search and 
Evaluation Costs） 
代替する製品・サービスに関する情報を探索することへの時
間と努力を考慮すること。 
 スイッチング後の行動的・認知的コスト（Post-switching 
Behavioral and Cognitive Costs） 
代替する製品・サービスに切り替えた後に、利用するために
必要な時間と努力を考慮すること。 
 埋没コスト（Sunk Cost） 
取り戻すことのできない、これまで利用していた製品・サー
ビスに対する時間や金銭、手間などの投資を気にすること。 
 セットアップ・コスト（Setup Costs） 
銀行業の窓口開設の手続き、理美容室での好みの髪型の説明、
スポーツジム等の入会金など、新しい製品・サービスへの切
り替えに伴う手間や金銭的なコストを考慮する。 
これらが再購買意向に対して影響する強さは、産業別に違うことが
指摘されている。事前の探索と評価のコストは、銀行より理美容室
で再購買意向に対して強く影響することなど明らかにした。 
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Patterson and Smith 
(2003) 
スイッチング・バリアの再購買意向に対する影響を、西洋的価値観
が根付くオーストラリアと東洋的価値観が根付くタイの異文化間で
異なるか、旅行代理店、病院、理美容室の利用経験から検証した。
スイッチング・バリアの種類として、以下の６点をあげられている。 
 特別待遇の喪失（loss of special treatment benefits） 
何度も利用してきたため、医者や自動車修理工が本来であれ
ば予約が必要なのに、突発的な問題に特別に対忚してくれる
こと。これは他のサービスを利用しないことへの報酬だと考
えられることを指摘している。 
 リスク知覚（functional risk） 
新しく切り替えたサービスの品質が現在と同等以上であるか
不確実であること。上記と同様に顧客にとって品質が分から
りにくいサービス業（自動車修理工など）で強く働く。 
 探索コスト（search costs） 
 代替の魅力（attractiveness of alternatives） 
代替の選択肢の数も重要であることに言及されている。 
 セットアップ・コスト（setup costs） 
 対人的関係性の喪失（loss of social bonds） 
これらのスイッチング・バリアは東西の文化で確認されたが、文化
間で同じサービスでも影響するスイッチング・バリアの強さが違う
ことが指摘された。 
また、産業ごとの違いを考慮するため、顧客がサービスを経験する
際の接触の多さや、利用経験の量、信用の程度が考慮された。これ
らの違いによって、影響するスイッチング・バリアが変わってくる
と考えたのだ。分析の結果、接触が多く経験が強く影響する理美容
室は、対人関係の喪失の寄与が大きかった。接点が多く信用が影響
する病院は、対人関係の喪失と特別待遇の喪失の寄与が大きい。接
点は尐ないが経験の影響が強い旅行代理店では、特別待遇の喪失の
寄与が大きいことが指摘された。 
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Burnham et al. (2003) 8 つのコストを以下の 3 カテゴリーにまとめて整理されており、ス
イッチング・バリアの種類が、もっとも網羅的な研究として、多く
の研究が引用（Caruana 2004, Hu and Hwang 2006, Vázquez-Casielles et 
al.2009, 酒井 2010 など）している。 
 手続き的スイッチング・コスト（Procedural Switching Costs） 
スイッチすることによる時間や労力の支出に関わるコストで 
以下の 4 つがある。 
  ・エコノミック・リスク・コスト（economic costs） 
  ・評価コスト（evaluation costs） 
  ・学習コスト（learning costs） 
  ・セットアップ・コスト（setup costs） 
 経済的スイッチング・コスト（Financial Switching Costs） 
以下 2 つの経済的に定量化できるコストを指摘した。 
  ・ベネフィット損失コスト（benefit loss costs） 
  ・金銭的喪失コスト（monetary loss costs） 
 関係性スイッチング・コスト（Relational Switching Costs） 
製品・サービスおよびサービス提供者に対する愛着や親和性 
が強い場合に、アイデンティティや関係性をなくすことに心 
理的、感情的な苦痛を感じることを指摘し、以下の 2 つがある
とした。 
  ・対人的関係性スイッチング・コスト（personal relationship costs） 
  ・ブランド関係性損失コスト（brand relationship costs） 
これらのスイッチング・コストは顧客の再購買や離脱の決定に対し
て影響することを指摘するとともに、スイッチング・バリアの強さ
は製品要因や競争要因、顧客要因によって変動することも指摘され
ている。製品・サービスが複雑な場合や、代替選択肢の幅があると
き、顧客の製品・サービスの使用経験が多い場合や、顧客離脱（ス
イッチ）経験が多い場合には、スイッチング・バリアは高くなるこ
とを明らかにしている。 
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Jones, Reynolds, 
Mothersbaugh and Beatty 
( 2007) 
以下 3 つのスイッチング・コストと関与（commitment）との関連を
言及し、図 4－1 のような仮説を検証した。 
社会的スイッチング・コストとベネフィット損失コストは、顧客の
情緒的関与に寄与して、顧客の積極的な感情や再購買意向に影響し、
否定的なクチコミをなくすことに貢献することを指摘した。これに
対して、手続きコストは、功利的関与に関連し、再購買意向への影
響は小さく、ネガティブな感情や否定的なクチコミをする気持ちを
高めることを明らかにした。 
＜ポジティブ＞ ・対人関係性スイッチング・コスト 
・ベネフィット損失コスト 
＜ネガティブ＞ ・手続きコスト 
3 つのスイッチング・コストは、Burnham, Frels, and Mahajan (2003)
による 3 つのカテゴリーを参照して設定した。 
出典：酒井(2010)による記述から原著にあたり作表 
図 4-1．スイッチング・バリアと関与の関連 
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出典：Jones, Reynolds, Motherbaugh, and Beatty ( 2007) p.336.より 
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第3節 スイッチング・バリアの離脱への影響 
スイッチング・バリアへの関心の集まりに合わせて、顧客の再購買および離脱検討プロ
セスへの影響も様々なものが提示されていった（表 4-1．）。図 4-2．では再購買の先行要因
の起点はスイッチング・バリアとなっているが、これは顧客の再購買・離脱を決定するま
でのプロセスの一部でしかない。顧客の行動の検討プロセスに対してスイッチング・バリ
アが単独で作用するわけではない。Jones and Sasser(1995)は市場環境の競争要因の 1 つとし
てスイッチング・コストに言及した。また、Coulter and Ligas(2000)、Burnham et al. (2003)、
Jones et al.(2007)など、スイッチング・コストとその他の要因が影響し合い、離脱もしくは
再購買の検討が進むことを指摘する研究も増えてきている。 
こうした再購買・離脱の検討過程に対する影響を考える要因を検討する研究では多くの
実証実験が行われている。そして、「満足－ロイヤルティ」の関係に対するスイッチング・
バリアの影響を検証した研究には、大きく分けて「直接効果（direct effect）」、「媒介効果
（mediating effect）」、「交互作用効果（interaction effect／調整効果（moderating effect）とす
る研究もある）」の 3 つがある。ここでは、これらについて Yi and La (2004)の研究を受け
て、ロイヤルティを再購買意向と置き換えて検討していく。 
「直接効果」は、顧客満足と同様にスイッチング・バリアが、顧客の再購買意向の先行要
因になるという仮定に基づいた経路を考えたものである。｢媒介効果｣は、顧客満足やサー
ビス品質などの先行要因と顧客の再購買意向との間に介在する要因としてスイッチング・
バリアを考える。先行研究では、これらの要因間の影響はプラスの関係が想定されている。
そして、最後の「交互作用効果」は、顧客満足などの先行要因と再購買意向（および離脱
意向）との「関係性」に対してスイッチング・バリアが影響すると考える。この場合、「ス
イッチング・バリア」の程度によって、「顧客満足―再購買」の関係性の強さは変わること
が指摘されている。つまり、バリアが高ければ、顧客満足が再購買意向に与える影響が弱
くなるため、この関係性は弱くなることが想定される。ただし、バリアの種類等によって
異なる影響を想定する研究もあり、製品・サービス等の性質を考慮していくことが重要に
なる。 
 これら 3 つの作用に対して、一定の決論はまだ出ていないものの、「顧客不満足―離脱」
に対するスイッチング・バリアの影響を考えた場合に、「交互作用効果」による可能性が高
いと考える。このように考える理由は以下の 2 点がある。 
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表 4-2．「満足－再購買意向（ロイヤルティ）」への影響を考察した研究 
Jones, Motherbaugh, and 
Beatty (2000) 
銀行業と理美容室の利用者を対象に調査を実施。顧客満足とスイッチ
ング・バリアの再購買に対する調整効果を検証した。 
Lee et al.(2001) 携帯電話の利用者を対象に、再購買・推奨意向等に対して、価格やコ
アサービス、付加価値サービスへの満足度や、スイッチング・バリア
が調整効果によって影響するか検証した。 
Burnham et al. (2003) 地方の電気通信事業と保険業の利用者を対象に、スイッチング・コス
トの分類を目的として、媒介効果を想定して検証した。 
Caruana(2003) 携帯電話の利用者を対象に、顧客満足とスイッチング・コストのいず
れが顧客ロイヤルティに対して強く影響するか（直接効果）検証した。 
Aydin and Özer(2005) 携帯電話の利用者を対象に、顧客ロイヤルティをスイッチング・コス
トや顧客満足、信用といった要素が強化するのか検証した。 
Vázquez-Casielles and 
Foxall(2006) 
理美容室の利用者を対象に、媒介効果を検証した。手続きコスト(ネガ
ティブなバリア)より、ベネフィット損失コスト(ポジティブなバリア)
が、顧客満足と再購買に対して強く影響することを指摘している。 
Jones et al. ( 2007) 調査対象者を肯定的に感じている対象と、否定的に感じている顧客に
事前に分けて、スイッチング・バリアの直接効果を検証した。 
Augusto de Matos et al. 
(2009) 
銀行業の利用者を対象に、媒介効果と調整効果の比較を検証した。ス
イッチング・コストの媒介効果は、満足と態度的ロイヤルティで強く
影響し、調整効果は、満足と行動的ロイヤルティで強く影響すること
を指摘した。 
Chen and Wang(2009) 生命保険の利用者を対象に、顧客満足とスイッチング・バリアが再購
買意図に与える影響と、満足とバリアの調整効果を検証。満足とバリ
アの再購買意向への影響を確認するとともに、調整効果がマイナスに
なることを指摘した。 
Vázquez-Casielles et al. 
(2009) 
携帯電話の利用者を対象に、満足とポジティブ・ネガティブの 2 種類
のスイッチングバリアそれぞれの、再購買意図、推奨意向、価格寛容
度等の態度に対する影響と、満足－態度に対する調整効果を検証した。 
出典：酒井(2010)による記述から原著に当たり作表 
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図 4-2．「満足-再購買意向（ロイヤルティ）」の関係におけるスイッチング・バリアの役割 
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出典：酒井(2010) p.42.より 
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まず、顧客の離脱検討過程に関する研究では、顧客の大きな不満が離脱に結びつく場合
には、顧客はスイッチング・コストを考慮する間もなく離脱をすることが指摘されたこと
がある。そして、先行研究から離脱の検討が行われる場合、この指摘とは逆に、不満足と
感じた出来事は離脱のきっかけとはなっても直接的に離脱に影響することは尐なく、交互
作用的に評価することが指摘されたことが指摘されているからだ。 
また離脱の過程におけるスイッチング・バリアの影響を検証した Antón, Camarero and 
Carrero(2007)は、「不満－離脱意向」に対するスイッチング・バリアの影響を図 4-3.のよう
に構造化している。この研究では、スイッチング・バリアについては、Burnham et al. (2003)
の分類が引用された。 
まず、顧客は製品の品質の欠陥や、これまでの消費経験と比較して納得のいかない価格
や忚対等に対して不満をもち離脱を検討する。そして、これまでの商品・サービスを経験
の積み重ねによる期待や関与といった関係性と照らし合わせて不満の内容を評価したり、
スイッチング・バリアや、代替の魅力を考慮したりといった過程を経て、離脱の意向を固
めていくことが指摘されている。また、顧客の離脱検討のきっかけとなる要因と、離脱を
最終的に決定させて離脱意向に結びつく要因は、顧客の過去の消費経験や関係性によって 
図 4-3．離脱検討プロセスへのスイッチング・バリアの影響 
離脱意向
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出典：Antón, Camarero, and Carrero(2007) p.143.に一部加筆して作図 
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も変わってくることを指摘しており、こうした要素が変化すれば顧客がスイッチング・バ
リアとして検討するものも変わってくる可能性が考えられる。 
また、顧客の品質の欠陥や顧客忚対等に対する失敗への顧客の不満の程度は、顧客の商
品知識の量や、代替選択肢の影響を受けることが指摘されている。該当製品・サービスに
対して知識が多い顧客や、対象となる製品・サービスに対して思い入れのある顧客ほど、
品質の欠陥に敏感で、不適切な対忚をされた場合に不満に感じる程度が大きいことがわか
った。それに対し、知識や経験が尐ない顧客の場合は、経験が多い顧客が不満に思う品質
や態度を当然のものと考えるため、離脱を検討することなく、そのまま継続していく可能
性が高いことが指摘されており、スイッチング・バリアの影響も変わってくることが予想
される。 
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第5章 外的要因による顧客維持と離脱 
第1節 外的要因としてのネットワーク効果による顧客維持 
ある製品の利用がネットワーク効果に依存していて多くの人がそのネットワークに参
加することで経済効果が高まるような製品では、ネットワークの存在が顧客を維持するう
えでのメカニズムとして機能していると考えることができる。電話サービスはその典型的
なものといわれているが、顧客間の関係だけではなく企業間の関係が提供される製品に反
映される場合もある。銀行間の ATM 網の相互作用もこれにあたる（山本 2001）。 
多くの企業がネットワークに加わることで、顧客に提供されるサービスの質や利便性が
高まり、そのネットワークを利用することに価値が出る場合がある。クレジットカードな
どは、その典型的な事例といえる。利用できる店舗が多くなればなるほど、そのカードの
利用価値は高まり、顧客はそのネットワークを利用し続けることになる。Heskett（1986）
は、一旦こうしたネットワークが構成されると、そのネットワークからの離脱は顧客にと
って困難になることを指摘している。 
こうしたネットワーク効果に着目した最近の研究として Eisenmann, Parker, and 
Alstyne(2006)がある。クレジットカードや銀行、コンピュータのオペレーティングシステ
ム（以下、OS）、アメリカの医療保険、新聞などの製品・サービスは、2 つの側面からの
ネットワークによって結びつけることで、2 つの側面の顧客を維持していることを指摘し
た。新聞は購読者と広告主を結びつけ、医療保険は（アメリカの場合）患者と医療機関を
相互に結びつけ、OS はコンピュータのユーザーとアプリケーションソフトの開発者を結
びつけることで、双方の顧客に対して高い価値を提供している。2 つの側面からのネット
ワークによって、製品・サービスに対する異なるグループの利用者をつなぐ製品やサービ
スをプラットフォームとして定義づけた。そして、ツーサイドプラットフォームとは、2
つのグループの取引を容易にする基盤やルールを指すもので、クレジットカードやテレビ
ゲームのような目に見えるものもあれば、Monster や eBay（オークションサイト）のよう
なウエブサイトもあり形は決まっておらず、多くの産業で見かけることができるものだと
指摘している。 
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ツーサイドプラットフォームは、プラットフォームの両側からの需要が適合し、双方の
数が増えることで価値が向上して、双方の顧客を維持し離脱を防ぐ。テレビゲームの場合
だと、ゲームソフトの開発者はプログラム開発の費用を回収するために、プレイヤーを十
分に抱えているプラットフォーム（ゲーム機）に製品を投入しようとする。プレイヤーも
また同様に、多くのソフト開発会社が参入しているゲーム機を購入しようとする。ゲーム
ソフトの開発者にとっては、他の機種にスイッチすることは、セットアップ・コストや学
習コストなどのスイッチング・バリアが機能する。プレイヤーにとっても、金銭的損失コ
ストなどが機能することが考えられる。 
Gupta and Mela（2008）は、こうしたツーサイドプラットフォームにおいては、「サイド
間ネットワーク効果」と、「サイド内ネットワーク効果」の 2 つのネットワーク効果が機能
することを指摘している。サイド間ネットワーク効果とは、一方の利用者が増えることで、
プラットフォームを隔てた反対側の利用者が増えていくネットワーク効果である。そして、
「サイド内ネットワーク効果」とは、一方の利用者が増えることで同じ側の利用者がさら
に増えていくネットワーク効果を指す。これらのネットワーク効果の大きな違いとして、
サイド内ネットワーク効果は、電話や FAX のようなワンサイドのプラットフォームでも
働くが、サイド間ネットワークはプラットフォーム製品に特有のものであると同時に、サ
イド間ネットワークが機能するのはツーサイドプラットフォームに限定される（加藤・根
来 2010）。 
サイド間ネットワーク効果が機能した例として、Gupta and Mela（2008）は、プラットフ
ォーム製品・サービスにおける業界標準の規格競争をあげている。SONY のブルーレイデ
ィスクと東芝の HD-DVD の規格競争では、ブルーレイ陣営がサイド間ネットワークを早期
に構築することで勝利したという。また、サイド内ネットワーク効果の例として、マイク
ロソフトが提供するオンラインコミュニティである＜Xbox LIVE＞をあげており、オンラ
インゲーム等では参加するユーザーが増えることで、これに参加しようとする新規ユーザ
ーも増えていくことを指摘している。 
これらのネットワーク効果は、プラスに働き両サイドの顧客を維持・拡大していくだけ
でなく、マイナスに働くこともあることが指摘されている。例えば、求人サイトやショッ
ピング・モールは、サイド間ネットワーク効果によって利用者と参加企業の双方が増えて
いくことで成長していく。事業の成長段階ではこれで問題ないが、結果としてサイド内ネ
ットワーク効果が強力に機能すると、求人サイトでは（求人企業としては）優秀な人材を
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めぐっての競争が、ショッピング・モールではテナント同士での顧客の争奪が起きる可能
性があり、サービスの利用に当たって期待していた品質とのギャップができてしまう。利
用顧客の視点で考えた場合も、優良な求人案件やお目当ての商品の奪い合い等が起きる可
能性がある。そして結果として、両サイドのプレイヤーの離脱が起きることが言及されて
いる。 
サイド間ネットワークについても、メディア業界の事例からマイナスの面についての考
察がなされている。テレビや新聞などのメディアでは、視聴者や読者数が多くなることは、
広告主にとって広告出稿へのインセンティブとなる。しかし、広告出稿量の増加は、視聴
者や読者の期待を低下させて離脱につながりうる。そのため、メディア企業は、広告出稿
量を限定もしくは削減し視聴者や読者への課金額を上げる、もしくは広告需要が高い場合
は広告料金の引き上げといった選択肢の検討が必要になる。つまり、プラットフォームを
経て両サイドにいる顧客（視聴者・読者と広告主）を維持し離脱を防ぐためには、機能し
ているネットワーク効果の性質と大きさを見極め、両サイドの顧客の期待する価値とコス
トを調整することが重要になることが指摘されている。 
図 5-1．ツーサイドプラットフォームにおける                           
サイド内ネットワーク効果とサイド間ネットワーク効果 
消費者
プラット
フォーム
企業
サイド間ネットワーク効果
サイド間ネットワーク効果
サイド内
ネットワーク効果
サイド内
ネットワーク効果
 
出典：Gupta and Mela（2008）の記述より作図 
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第2節 プラットフォームと WTA （Winner Takes All）要因 
 こうしたネットワーク効果が機能する環境下での離脱について検討するにあたって、加
藤・根来（2010）によるソフトウェア市場における「WTA（Winner Takes All：ソフトウェ
ア市場でしばしば起きる 1 社独占的な特徴を指すもので、第 1 位企業が第 2 位以下の企業
に大きなシェア格差を築いている状況や現象。WTA が起きている製品・サービスとしては、
マイクロソフト社のウィンドウズや、アドビシステムズ社の Adobe Reader、検索エンジ
ンのグーグル社などの例があげられている）」の要因および、その対抗戦略に関する考察を
検討していきたい。 
加藤・根来（2010）は、プラットフォーム製品・サービスとは「各種の補完製品・サー
ビスや補完コンテンツとあわさって顧客の求める機能を実現する基盤」であり、「プレイヤ
ーグループ間の意識的相互作用の場となる製品やサービス」だと定義している。こうした
プラットフォーム製品・サービスにおいて WTA を引き起こす要因は、必ずしも技術や機
能上の優位といった製品・サービスの品質に関わる問題だけではなく、ネットワーク効果
を含む以下の 7 つの要因があることを指摘している。 
 
1．収益モデルの確立 
事業を成長させて継続していくためには、「収益モデルが確立」していることが
必要である。ただし、「将来の黒字や売却」を期待して、ベンチャーキャピタル
等によって資金が提供されている場合や、他の事業の黒字によって赤字の補填が
可能な場合には、収益モデルが未確立でも成長し続け、ある分野で WTA になっ
ている場合もある。 
2．先発性 
先発企業は顧客基盤を最初に獲得できることや、ノウハウの獲得に先行できるこ
と、ブランドの確立が容易であること、立地や場所などの希尐資源を先取りでき
ることなどのメリットを得ることで、前章で考察したようにスイッチング・バリ
アを構築したり強化したりすることが可能となること。 
3．ネットワーク効果 
2 つのネットワーク効果が働いて WTA が起きる際には、まずサイド内ネットワー
ク効果が先に働き、その後にサイド間ネットワーク効果が働くと指摘されている。
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これは、サイド内ネットワーク効果は小規模な知人同士でも働くが、サイド間ネ
ットワーク効果はあるグループの数がある程度大きくならないと働かないこと
による。    
4．規模の効果・収穫逓増 
一般的には、規模がある点を超えた以降は、規模の拡大にともない利益率は低減
していく。しかし、拡大にともなって単位当たりコストが継続的に減尐する場合
がある。このような利益率は向上し続ける収穫遁増となる場合には、企業は上限
なく規模を拡大することを目的とするようになり、WTA が起こりやすくなると指
摘している。 
5．隔離されたニッチ市場の数と大きさ 
ニッチ市場とは、「業界で有力な企業にとって、既存の事業と同時に参入するこ
とが難しい市場」であり、「顧客の特殊ニーズの存在と、それに対忚するための
特殊な資源と、その市場がリーダー企業にとって戦略矛盾に陥るために追求しに
くい」ときに成立するという。そして、このニッチ市場の規模が小さい、もしく
は市場の数が尐ない場合に、WTA は起こりやすいと考察している。そのため、こ
うしたニッチ市場が多く存在する場合や、規模が大きい場合には、市場全体で
WTA の程度は下がることになる。 
6．マルチホーミングのコストとメリット 
マルチホーミングとは「複数のプラットフォームを並行して使用すること」であ
り、「ホーミングコスト」とはプラットフォームの導入、運用、除却までの総コ
ストを指す。マルチホーミングコストが高いということは、ユーザー（顧客）に
とって利用するプラットフォームの数が増えることは総コストの増加となるた
め、WTA は起きやすくなる。それに対して、マルチホーミングによるメリットと
コストの差がプラスである場合、複数のプラットフォームを使用することは顧客
にとって妥当な選択肢となる。また企業にとっても複数のプラットフォームが使
用される場合には、特殊なニーズに忚えるための差別化によって一定の需要を確
保することが可能となる。このような場合には WTA は発生しにくくなる。 
7．製品シナジーの利用 
ここで言う製品シナジーとは、WTA をすでに獲得した製品を使って、別の製品
をバンドル（セット販売）することを指す。つまり、企業は WTA となった商品
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やサービスへ顧客を誘導することで、新たに追加した製品・サービスも WTA へ
と導くことが指摘されている。 
 
 これらの非技術要因はそれぞれ独立したものではなく、各要因が時系列的に、かつ相互
作用的に機能することで WTA な状況を起こすことが指摘されている。これらの各要因と
関連性を整理して考えられた WTA 形成のメカニズムが図 5-2.である。これらの非技術要
因によって、一社による強力な顧客維持のメカニズムが機能している場合に、後発企業お
よび 2 位以下の企業がとりうつ「非技術要因による対抗戦略」を検討していくことで、ネ
ットワーク効果が機能している場合の顧客離脱の要因と過程について次節では検討してい
きたい。 
 
図 5-2．プラットフォーム製品の WTA 形成メカニズム 
マルチホーミングのコストとメリット
規模効果・収穫遁増のあり・なし 製品シナジーの利用収益モデルの確立
先発性のありなし
サイド内ネットワーク効果
の大きさ
サイド間ネットワーク効果
の大きさ
隔離されたニッチ市場の数と大きさ
WTA
 
出典：加藤・根来(2010), p.86.より作図 
 
第3節 WTA の対抗戦略としての離脱 
加藤・根来（2010）は、こうした要因に対して WTA の進行を抑制したり、逆転したり
するための対抗戦略についての検討を行っている。これらの考察の背景にあるのは、「代替
の魅力」を高め、前章において検討してきた Burnham et al. (2003)による「手続き的スイッ
チング・コスト」と「経済的スイッチング・コスト」を下げるという視点だと推察するこ
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とができる。これらの視点から、加藤・根来(2010)によって指摘された「(1) 収益モデルの
破壊（Profit Model Destruction）」、「(2) プラットフォーム包囲（Platform Envelopment）」、「(3) 
プラットフォーム間橋渡し（Platform Bridging）」、「(4) プラットフォーム互換（Platform 
Compatibility）」、「(5) プラットフォーム連携（Platform Alliance）」の 5 つの対抗戦略につい
て検討していく。 
 「(1) 収益モデルの破壊」とは、先発企業の収益モデルを破壊することで、後発企業が
先発企業の WTA 状況に対抗する戦略であり、先発企業の利益源（マネーサイド）への無
料戦略（Platform Free Model）と、異なるサイドの収益源の追加（Platform Side-making）の
２つがあることが指摘されている。 
無料戦略については、1990 年代のマイクロソフト社の Internet Explore による Netscape
への対抗戦略があげられている。マイクロソフト社が実施したウィンドウズ OS のバンド
ルと、ウィンドウズ NT への Web Server の無料バンドルは、顧客に対して、「代替の魅力」
を高めるとともに「経済的スイッチング・コスト」と「手続き的スイッチング・コスト」
を低下させることで離脱を促進させたと考えられる。企業側の視点では、Netscape は有料
で提供していたことから収益モデルを破壊することになったと考えられる。 
異なるサイドの収益源の追加による収益モデルの破壊の例としては、クセロ社によるク
セロ PDF によるアドビシステムズ社の Adobe Reader への対抗戦略があげられている。ア
ドビシステムズ社は、閲覧ソフトは無料で提供し、制作ソフトを有料とすることで収益を
確保している。これに対して、後発のクセロ社は制作ソフトも無料で提供することで、PDF
市場への参入を図った。クセロ社では、収益源を複写機メーカーへの技術提供によるライ
センス収入とすることで、PDF 制作ソフトからのスイッチを促すとともに、アドビシステ
ムズ社の収益源の破壊を狙った。 
 次の「(2) プラットフォーム包囲」とは、後発企業が、先発企業のサイド間ネットワー
ク効果を抑制するための戦略である。これはコンピュータ・ソフトウェア産業においては
階層構造を構成しやすいという特殊性を背景に、階層間のネットワーク効果を利用するこ
とによる対抗戦略である。 
例えば、ストリーミングメディア市場におけるマイクロソフト社によるリアルネットワ
ークス社への対抗戦略では、上位階層はコンテンツ作成のためのサーバーで、視聴用のメ
ディアプレーヤーが下位階層となる。リアルネットワークス社は視聴用ソフトを無償配布
し、上位階層のコンテンツ作成のサーバーソフトを販売することで短期的に市場を独占し 
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図 5-3．プラットフォーム製品の WTA 形成メカニズムと対抗戦略 
マルチホーミングのコストとメリット
規模効果・収穫遁増のあり・なし 製品シナジーの利用収益モデルの確立
先発性のありなし
サイド内ネットワーク効果
の大きさ
サイド間ネットワーク効果
の大きさ
WTA
Platform Side-making
Platform Envelopment
Platform Bridging
Platform Compatibility
Platform 
Alliance
隔離されたニッチ市場の数と大きさ
 
出典：加藤・根来(2010), p.88.より 
 
た。これに対して、マイクロソフト社はプレイヤーを無償配布すると同時に、上位階層に
ある作成用のストリーミングサーバーを NT サーバーに標準装備することで、後発ながら
先発企業の顧客の離脱（スイッチ）を促すこと成功した。これはリアルネットワークス社
の収益源の破壊であるとともに、上位階層から下位階層へのサイド間ネットワーク効果を
働かせることで両階層におけるシェアの逆転を図ったと考えることができる。 
3 番目の「(3)プラットフォーム間橋渡し」とは、これまでは繋がりのなかったプラット
フォームをまたがる「クロスプラットフォーム」製品・サービスを投入することで、トッ
プシェアのプラットフォームのサイド間ネットワーク効果を抑制させることを狙いとする
ものだ。例えば、電子マネーの後発企業は先行企業への対抗戦略として、複数の電子マネ
ーを読み取れるカードリーダーの設置を進めることで、マルチホーミングコストを下げる
（あるいはゼロになる）ことが可能となる。これは、トップシェア企業のネットワーク効
果による囲い込みを無効にすることでもある。 
そして 4 番目の「(4) プラットフォーム互換」とは、先発企業のプラットフォームのコ
ンテンツやアプリケーションなどをそのまま使えるようにする戦略である。マイクロソフ
ト社のオフィスに対する代替品として、より安価にオフィス製品の機能や規格を代替でき
るオープンオフィスなどの例があげられている。これらの製品は、手続き的スイッチング・
コストとともに、先発企業の製品の利用を止めることでベネフィット損失コストなどの経
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済的スイッチング・コストを下げる（ゼロにする）ことで、後発企業が先発企業のサイド
間ネットワーク効果を弱める戦略だと考えられる。 
最後の「(5) プラットフォーム連携」には、越境連携と水平連携の 2 種類があることが
指摘されている。越境連携とは、ネットワーク効果をもつ他のプラットフォームの顧客基
盤を利用し、連携することによって、新たなサイド間ネットワーク効果を得る戦略である。
先発する WTA 企業の製品バンドルに対抗するための防御的戦略となるが、連携を図る先
が先発企業にはない製品・サービス（主に技術面を想定している）をもつ企業である場合
には、代替魅力を先発企業よりも強くすることでスイッチを促し、新たなサイド間ネット
ワーク効果を引き出すことも可能となることが考えられる。 
水平連携では、同じ機能をもつプラットフォームが連携する。そうすることで、顧客基
盤や補完業者基盤を共有することによるサイド内・サイド間ネットワーク効果を向上させ
て、トップシェアのプラットフォームの顧客の離脱やマルチホーミングを促すことも可能
になることが指摘されている。 
 これらの 5 つの戦略は、顧客ニーズをより強くかなえるための技術優位以外の WTA 形
成要因に対忚する WTA 状況への対抗戦略を検討したものである。そのため、顧客維持お
よび離脱のメカニズムを構成するための要素は考慮されているものの、これまでに検討し
てきた離脱要因や離脱過程に影響する概念に関する考察はなされていない。マーケティン
グ領域における先行研究では、携帯電話などプラットフォーム製品・サービスの利用者を
対象に行われた実証研究はあるものの、プラットフォーム製品・サービスならではの特徴
やネットワーク効果に言及して顧客行動を検証した研究は見られず、今後の研究が望まれ
る。 
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最終章 離脱研究の総括と今後の研究課題 
本稿では、マーケティングにおける様々な分野で検討されてきた「顧客離脱」に関する
考察を横断的にレビューすることで、顧客の離脱要因と離脱メカニズムを論じた。これら
の研究から得られた知見と、理論的背景を追い、今後のマーケティング研究および実務で
の活用につながるよう考察を加えていく。 
第1節 離脱研究の総括 
 本稿の第 1 章では、顧客離脱に関する研究として初期のものとされる Hirschman(1970)
の研究と、その拡張モデルを中心に、顧客離脱の先行要因としての顧客満足／不満足を考
察した。「顧客満足／不満足－再購買／離脱」の関連性に焦点を当てた考察である。 
Hirschman (1970)は、顧客と企業の交換取引において、商品・サービスの品質の低下に対
する顧客の反忚には、「離脱（Exit）」、「発言（Voice）」、「ロイヤルティの維持（Loyalty）」
があり、これらの選択に影響を与える規定要因として、「関係への満足」、「代替する関係性の
魅力」、現在の関係性を断ち切り代替製品・サービスへスイッチするための「スイッチング・コスト」
が機能することを指摘した。また、初期の研究でありながら、価格と品質の関係性や、商品・サー
ビスごとに顧客の知覚形成プロセスと顧客満足の程度が変わってくることにも言及している。 
 Hirschman(1970)による指摘は、経済学、経営学、心理学の分野で検討され、多くの拡張モデルが
考察された。マーケティングで、拡張した反忚と規定要因が網羅的で多く引用されている研究とし
て Ping(1993)による拡張モデルがある。 
長期的な取引を前提とした企業間取引に着目し、取引に問題が起きた際の反忚として「離脱」、
「ロイヤルティの維持」、「発言」、「日和見主義」、「無視」の 5 つがあり、これらの反忚を
規定する要因として「満足」、「投資」、「代替の魅力」、「スイッチング・コスト」の 4 つの
要因があることを指摘した。 
これらの要因と反忚について、「離脱」にもっとも強く影響する要因は「満足／不満満
足」と「投資」で、「顧客満足／不満足－再購買／離脱」の関連性に対して、ある特定の相
手との関係性を構築するための投資がスイッチング・バリアとして影響することを指摘し
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た。 
「満足－ロイヤルティ（再購買）」、「不満足－離脱」の因果関係は、顧客満足研究にお
いて着目され、顧客満足モデルでは不満足に対する顧客の行動は、「何も苦情を言うこと
なく離脱」、「不満足な態度のまま何らかの理由によって再購買」、「苦情行動を取って
から再購買」、そして「苦情行動を取ったのちに離脱」の 4 パターンがあることがわかっ
た。同時に、顧客満足研究では、「顧客満足－ロイヤルティ」の関連性を考察する過程で、
顧客の認知や態度といった行動に結びつく要素が検討され、「満足／不満足（感情的ロイ
ヤルティ）－再購買意向／離脱意向（動能的ロイヤルティ）－再購買／離脱（行為的ロイ
ヤルティ）」の因果関係が指摘されている。 
また、Hirschman(1970)や顧客満足モデルでは、「満足／不満足－苦情行動－対忚への満
足／不満足－再購買／離脱」の関連が指摘されている。 
顧客は製品・サービスに対する不満に対する反忚として苦情行動をとりうる。苦情行動
は、製品・サービスを提供した企業や従業員に対して行われるものと、消費者団体やマス
コミなどの第三者機関に対して行われる告発行動の 2 種類があるとされている（Singh 1998, 
小野 2002）。 
苦情行動への対忚は企業の収益を左右するものとして多くの研究が行われてきたが、離
脱との関連に焦点を当てて、その因果関係を分析した研究は多くない。そのため、離脱研
究で参照されることが多い Bolton and Bronkhort(1995)による研究と、「苦情行動―満足/不満
足－報復欲求（さらに苦情行動をとる意向）・離脱欲求」の関連を経時的に考察した Grégoire, 
Tripp and Legoux(2009)の研究を中心に検討した。 
Bolton and Bronkhort(1995)の携帯電話の利用顧客を対象とした研究では、苦情行動をとっ
た顧客は離脱しやすく、離脱しないまでも該当製品・サービスの利用を減らす傾向がある
ことが確認された。また、苦情内容が、製品・サービスそのもののである場合と、支払い
等の付随したサービスに対する場合とを分けて検証し、苦情内容による離脱決定に対する
影響はないことが明らかになった。 
ただし、苦情行動に対する忚対後の反忚では、製品・サービスに対する忚対を受けた顧
客の方が、支払いまわりなどの付随サービスへの忚対を受けた顧客よりも離脱しやすい傾
向にあることが指摘された。 
また、顧客の苦情に対して満足させることの難しさにも言及し、「苦情行動－対忚への満足／
不満足－離脱／再購買」は、代替選択肢の数などの競争環境によって変わることが指摘さ
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れている。代替製品・サービスが多く、離脱後のスイッチが容易な市場では、苦情行動を
とることなく離脱する顧客や、苦情行動後すぐに離脱する可能性が高いことが考えられる。 
さらに、Grégoire, Tripp and Legoux(2009)は、「苦情行動－報復欲求・離脱欲求」の関連性
に、時間の経過や、顧客の信頼や関与を反映した関係性品質が与える影響について考察を
している。 
顧客は苦情行動や離脱といった行為の選択に際して時間や手間などのコストを考慮す
ることが示唆されている。報復欲求や苦情行動を選択するには、怒りの感情や裏切りなど
の否定的な気持ちを維持することが必要だが、多くの顧客にとってこれは難しいことが指
摘されている。そのため、報復欲求は時間経過とともに低下していく。これに対して離脱
欲求は、時間の経過とともに高まっていくことが明らかにされた。 
顧客の関係性品質の影響を検証した調査結果からは、関係性品質の高い顧客ほど関係性
の低い顧客よりも、「欲求を維持、実行するためのコストをかけてでも、不満を解消する」
気持ちが強いために報復欲求の低下がゆるやかで、離脱欲求を急激に高めていくという結
果が得られた。ただし、関係性品質が高い顧客ほど、「苦情行動－対忚への満足／不満足－
離脱／再購買」の関連性に対して、企業からの対忚（回復行為）が効果することが明らか
になった。 
図 6-1．顧客満足／不満足後の後続行動 
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出典：小野(2002)に加筆して筆者作図 
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 ここまでの議論で検討してきた顧客の行動をすべて盛り込み図式化すると図 6-1 のよう
になることが想定される。しかし、顧客は取引に不満を感じても必ずしも離脱を選択しな
いなことや、顧客が離脱行動を決定するまでには時間がかかることも明らかになった。 
 こうした示唆を受けて、「製品・サービスの品質や、苦情行動への忚対に対する満足／不
満足」以外の離脱要因および、顧客が離脱を決定するまでのメカニズムに着目した研究を
レビューした。離脱過程に関する研究は大きく以下のように分類することができる。 
表 6-1．顧客の離脱過程に着目した研究の分類 
研究の観点 内容 
離脱のきっかけとなった事象
に着目した研究 
離脱要因を網羅した研究として Keaveney (1995)がある。 
離脱につながった事象を以下の 8 つのカテゴリー分類している。 
・価格設定（値段の高さ、値上がり、不公平な価格づけ、価格設
定の誤り） 
・不便益性（場所や時間の利便性、予約のとりにくさ、サービス
受けるまでの待ち時間）、 
・コアサービスの失敗（サービスの失敗、請求書関連の失敗、サ
ービス提供に伴う損害） 
・サービス提供者の忚対の失敗（気がきかない、無礼、知識不足） 
・サービスの失敗に対する忚対の間違い（不承不承の忚対、対忚
の間違い、否定的な忚対） 
・競合の存在（親身さ、信頼性、品質面） 
・倫理的な問題（不誠実な行動、脅迫行動、安全や健康を害する
行動、顧客との利害の対立） 
・顧客にとってやむを得ない変化 
 
顧客はこれらの事象が複数絡みあうことで離脱を決定すること
を指摘した。コアサービスの失敗に対する忚対の間違い、コアサ
ービスの失敗によって価格が不当だという気持ちが強まった場
合などがあげられている。 
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離脱検討のきっかけと、 
離脱の過程の事象を切り
分けて検討した研究 
Roos(2002) 、Roos et al.(2005)は、離脱のきっかけになる 3 つのト
リガーと検討過程の事象（＝スイッチング規定因）を分けて離脱
の全体のプロセス（＝スイッチング経路）を分析している。 
顧客離脱のきっかけとなったトリガーは以下である。 
・影響型（influential）： 
 競合による新製品・新サービスの導入に伴う競争的な価格訴
求、プロモーション活動、新しい決裁手段の登場など。 
・反忚型（racional）： 
 サービス提供者と顧客のやりとりで発生した問題（臨界事象）
や顧客対忚の不備など。 
・状況型（situational）： 
 顧客の生活環境の変化によるもので、生活時間や働き方の変
化、移動手段の変化、住環境の変化、さらには人生のライフス
テージの変化（入学・卒業、就職・転勤・転職・退職、結婚・
離婚、出産など）等、企業がコントロールできない問題。 
 
検討離脱過程では、これらのトリガーに、代替選択肢へのスイッ
チを検討する力、代替品との比較にいよって離脱の妥当性を検証
しようとする力、そして離脱を決定してスイッチした顧客に再購
買を促す力の 3 つが影響すると考えた。 
離脱決定に影響する要因
を研究 
・Gustafasson, Johnson, and Roos(2005)は、離脱検討段階で、
と、顧客満足、情緒的／功利的な関与（Affective／
Calculative Commitment）、過去の離脱経験、そして状況
型・反忚型のトリガーが再購買や離脱の決定に対して与
える影響について検証した。検討段階では、満足と関与
が強く影響することを指摘した。また競争が激しい場合
は功利的関与の影響が強くなることを示唆した。 
・小野(2002)は、使用行動と 3 つのトリガーが離脱決定に
与える影響を検証している。 
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離脱決定に影響する要因
を研究（不満足－離脱） 
1995 年以前は「顧客満足－再購買・離脱決定」の枠組みでの 
研究がほとんどだったため、一部のみ掲載する。 
・LaBarbera and Mazursky(1983)は顧客満足の与える影響を検証。 
 離脱が不満を経験後すぐに決定されるのに対し、顧客の再購買
意向は時間をかけて決定されることを指摘した。 
・Crosby and Stephens(1987)は、顧客満足の影響を検証。付随した
サービスよりもコアサービスの影響を指摘している。 など 
離脱を検討する過程に影
響する要因を研究 
・Yi and La (2004)は、期待やロイヤルティが検討過程に対
して与える影響を検証している、 
・Jones, Fox, Taylor, and Fabrigar(2010)は「情緒的関与」と「功
利的関与」、「規範的関与」の検討過程への影響を検証し
ている。 
「離脱のきっかけ－検討
過程－決定－行動」を包括
的に検討した研究 
・Coulter and Ligas(2000)は、離脱過程は、①解消段階、②
離脱段階、③解消後段階の 3 段階があることを指摘して
いる。解消段階はさらに「離脱への引き金」段階（ the 
Breakdown Trigger)、「分析」段階（the Breakdown Phase）、
「離脱の意思決定」段階（the Determinant Incident）に分
けられることを明らかにした。 
離脱検討、決定段階では、製品・サービス要因、市場要
因、顧客自身の要因、その他要因があるとしている。そ
の他要因では、クチコミの影響も含まれることを指摘し
ている。また離脱検討段階では、惰性的に再購買を続け
ることにも言及した。 
・Antón, Camarero, and Carrero(2007)は離脱の過程への顧客
のロイヤルティや、スイッチング・バリアの影響を検証
している。そして、製品・サービス品質の問題よりも、
納得できない価格や不誠実な対忚などの方が、離脱のき
っかけや決定に影響があることを指摘した。 
出典：筆者作表 
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 離脱過程に関する研究は、2000 年前後以降で大きく変わっていることがわかる。それ以
前は、「満足／不満足－再購買／離脱」の関連性において議論がされてきた。しかし、2000
年前後以降は、離脱過程に対しても学習継起のプロセスが考慮され「離脱きっかけ（認知）
－感情（評価・比較検討）－動能（再購買・離脱意図）－行動（離脱）」の関連性で離脱
過程の研究がなされていると考えることができる。こうした背景には、次の 3 点があるこ
とが推察される。 
 
・第一に、1990 年前後以降「顧客満足－ロイヤルティ（再購買）」研究において顧客
満足の形成プロセスやバラエティ・シンキングに対する着目が集まったこと。 
・第二に、Keaveney (1995)によって、製品・サービス品質・苦情行動への対忚に対する満足
／不満足以外の離脱要因が検討され、検討のトリガー（きっかけとなる事象）が指
摘されたこと。 
・最後に、2000 年前後以降、満足やロイヤルティとスイッチング・バリアを関連させ
た理論的枠組みが構築された（Vázquez-Casielles et al. 2009）ことの影響である。 
 
 顧客の離脱検討のメカニズムに対するスイッチング・バリアの影響を考えていく。スイ
ッチング・バリアは、既存の製品・サービスに満足していない顧客が離脱をして、別の製
品・サービス提供者にスイッチする際に感じる困難さや、スイッチする際に顧客が感じる
経済的、社会的、心理的負荷を意味するもの（Fornell 1992）で、顧客を維持し離脱を防ぐ
要因として注目されてきた。 
 スイッチング・バリアの種類を網羅的に説明しており、最近の研究でも引用が多い
（Caruana 2004, Hu and Hwang 2006, Vázquez-Casielles et al. 2009, 酒井 2010 など）のが、
Burnham et al. (2003)のスイッチング・バリアで、8 つのコストを 3 つにまとめて提示して
いる。 
スイッチすることによる時間や労力の支出に関わるコストとして「手続き的スイッチン
グ・コスト」（エコノミック・リスク・コスト、評価コスト、学習コスト、セットアップ・
コスト）、経済的に定量化できるコストとして「経済的スイッチング・コスト」（ベネフィ
ット損失コスト、金銭的喪失コスト、関係性スイッチング・コスト）、そして製品・サービ
スおよびサービス提供者に対する愛着や親和性が強い場合に、アイデンティティや絆をな
くすことへの心理的、感情的な苦痛に関わるコストとして「関係的スイッチング・コスト」
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（対人的関係性スイッチング・コスト、ブランド関係性損失コスト）があることが指摘さ
れている。 
顧客の行動決定に対するスイッチング・バリアの影響を検証した研究では、「直接効果
（direct effect）」、「媒介効果（mediating effect）」、「交互作用効果（interaction effect）」の 3
つのアプローチがある。 
これら 3 つの作用に対して、一定の決論はまだ出ていない。しかし、「広義の不満の認
知（離脱のきっかけ）―検討過程－再購買・離脱意向－離脱」というプロセスに対するス
イッチング・バリアの影響と考えた場合、交互作用作用が働く可能性が高いと考える。 
不満は離脱のきっかけや最終的な離脱決定の要因とはなるが、顧客が離脱を決定する際
の直接要因にはならないという離脱過程の研究からの知見によるものだ。 
 そして、スイッチング・バリアと同様に、顧客を維持し離脱を防ぐという目的に対して
機能する外的要因としてネットワーク効果がある。多くの顧客がそのネットワークに参加
することに価値を感じて経済効果が高まるような製品・サービスでは、ネットワークの存
在が顧客を維持するうえでのメカニズムとして機能していると考えることができる。 
 さらに、テレビゲーム、ネットオークション、オンラインコミュニティ、携帯電話など
マーケティング研究でも注目されているこれらのプラットフォーム製品・サービスでは、
ツーサイドプラットフォームとして「サイド間ネットワーク効果」と「サイド内ネットワ
ーク効果」の 2 つのネットワーク効果が顧客獲得と維持に機能していることが指摘されて
いる。 
「サイド間ネットワーク効果」とは、一方の利用者が増えることで、プラットフォーム
を隔てた反対側の利用者が増えていくネットワーク効果である。「サイド内ネットワーク効
果」とは、一方の利用者が増えることで同じ側の利用者がさらに増えていくネットワーク
効果を指す。 これらが有効に機能すると、ソフトウェア市場等では「WTA（Winner Takes 
All）」状況が起きることが指摘されている。 
本稿では、加藤・根来(2010)から、非技術要因（相対的な品質の優位性）以外の要因に
よって、WTA の形成要因に対忚した対抗戦略を検討することで WTA およびネットワーク
効果が機能された製品・サービス離脱が起きる状況を検討した。 
ソフトウェア市場における WTA に対し、後発企業や第 2 位以下の企業がとりうる対抗
戦略としては、「(1) 収益モデルの破壊（Profit Model Destruction）」、「(2) プラットフォーム
包囲（Platform Envelopment）」、「(3) プラットフォーム間橋渡し（Platform Bridging）」、「(4) 
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プラットフォーム互換（Platform Compatibility）」、「(5) プラットフォーム連携（Platform 
Alliance）」の 5 つが指摘されている。 
これらの対抗戦略を製品・サービスの提供者の視点で考察をすると、「代替の魅力を上
げて顧客を誘因して、顧客の手続き的スイッチング・コストや、経済的スイッチング・コ
ストを下げることでスイッチを促すこと」にある。顧客の視点に置き換えて考慮すると、
「代替の魅力が高いことを認知－試行（併用することが考えられる）して満足－継続利用
意向－スイッチ」という認知情報処理プロセスが考えられる。 
そして、このようなプロセスが成立する場合には、「認知－試行」に対して手続き的・
経済的スイッチング・コストが影響する可能性が考えられる。そしてこれらのプロセスを
経て、離脱をしてスイッチをする顧客が増えていくと、スイッチを促した製品・サービス
にネットワーク効果が働き、経済的スイッチング・コストが下がる低下率が大きくなり、
スイッチが加速度的に広がっていく。ネットワーク効果によって強固な顧客維持が可能に
なることに着目されがちだが、離脱が進むと逆のネットワーク効果（顧客離脱の加速）が
進むと考えることもできる。 
ただし、マーケティングの研究では、ネットワーク効果、特にツーサイドプラットフォ
ームといった特性が、顧客離脱や購買行動に与える影響について検証した研究は多くない。
今後の研究が望まれる。 
第2節 今後の研究課題 
次に、今後の取り組むべき研究の方向性を論じたい。1 点目は、契約型・非契約型の取引
製品・サービスを切り分けた離脱過程の研究の必要である。そして、もうひとつは、離脱
検討プロセスにおける代替品の検討プロセスに関する研究である。本節では、以上 2 つの
視点で論じたい。 
第1項 契約型・非契約型取引を意識した離脱過程の研究 
 離脱の要因とメカニズムを明らかにしていくうえで、今後の取り組み課題として、製品・
サービスの取引構造を契約型か非契約型かによって分類し、それぞれ違った因果関係を想
定して検討する必要がある。 
 契約型取引とは、通信、金融、通信教育、定期購読の新聞や雑誌、フィットネス・クラ
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ブなどの製品・サービスに見られるように、初期契約時に一定期間の取引に対する契約を
結ぶことを指す。一方、非契約型取引とは、都度払いで売買が行われる単発取引である。
契約型と非契約型では、顧客関係の構造が変わってくる。 
 Fader and Hardie(2009)は、「2008 年１月の業績指標報告によると、Vodafone UK は月単位
での支払いを行う顧客を 730 万人抱えている」という発表と、「Amazon.com の年第 4 四半
期の決算報告で、過去 1 年間に注文した顧客のアカウントが 19％上向上して、7,600 万件
を超えた」という発表を比較して、既存顧客の数値を正確に把握しているのは後者である
ことを指摘している。 
Amazon.com は、過去１年間に注文をした顧客をアクティブ顧客として捉えているに過
ぎず、最後の注文が 366 日以上前の顧客を離脱顧客とするのは恣意的な設定に過ぎない。
非契約型の取引では、購買と使用の意思決定がその都度、繰り返し行われるため、「顧客が、
いつ離脱したのか？」を把握することが難しくなる。こうした問題に対する議論は CRM
研究で議論されてきたが、一定の結論は出ていない。 
 これに対して、Vodafone UK のような携帯電話キャリアでは、顧客の使用履歴はもちろ
ん、顧客離脱の時期を正確に把握できる。多くの場合、顧客は初回契約時に購買意思決定
を行い、それ以降は使用するかどうかの意思決定を行い、次回契約更新までは再購買・離
脱の意思決定は行われない。契約型の製品・サービスでは、利用されないまま継続をして
いるという関係も、非契約型よりも多くなることが考えられる。 
 離脱過程に関する研究では、こうした契約型・非契約型の関係性に着目して、離脱の過
程における「広義の不満の認知（離脱のきっかけ）―検討過程－再購買・離脱意向－離脱」
のプロセスや、このプロセスに影響する関与、期待などの要因がもつ影響力の程度を議論
した研究は尐ない。 
契約型製品・サービスについて Gourville and Soman(2002)と小野(2008)が、使用行動と離
脱決定の関連性を検証しており、使用頻度と契約更新への影響や、利用目的と顧客利用目
的回数の達成度の影響などが検証されている。 
契約型のサービスでは、一回の購買意思決定が行われた後、顧客は幾度にもわたる使用
の意思決定を行い、やがて契約更新をするか否かの購買意思決定をすることになる。その
際、顧客は当初の期待通りに利用することができたかどうかによって判断する可能性が高
いであろう。利用のない休眠客は、解約に伴う金銭的コストや非金銭的なコスト（スイッ
チング・バリア）を擁しない限り、契約更新をする確率が低くなる可能性が高くなる。 
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こうした契約型取引の特徴を考慮すれば、先行研究が、顧客の使用行動に着目し、「離
脱決定－離脱行動」との関連性を検証した研究の意義は大きい。しかし、先行研究からの
知見は以下の 2 点から限定的なものとなる。 
第 1 に、これらの調査では、「離脱のきっかけ－検討過程－離脱意向－離脱行動」とい
う離脱過程を包括的に理解することを目的としてないため、顧客がどのような事象をきっ
かけで離脱を検討し、検討過程に影響する様々な要因に対する検証がなされていないこと
がある。また、小野(2008)では、顧客の使用行動をアンケート調査による項目を使用行動
の代替変数としている。しかし、顧客の認識による使用状況は、調査対象者の個々の認識
にばらつきが想定されるため、実際の使用行動とはギャップが起きることが考えられる。 
第 2 に、契約型の製品・サービスには多様なものがあり、生命保険と携帯電話では顧客
が利用する機会や接点など、製品・サービスごとに利用の前提が異なる点が考慮されてい
ないこと。製品・サービスによって、そして非契約型の製品・サービスでは、顧客離脱の
検討に影響する「市場要因」、「その他要因」、「顧客自身の要因」も違うため、結果が異な
ることは大いに考えられる。 
以上のような課題を踏まえた今後のさらなる研究が望まれる。契約型・非契約型の取引
の違いを理解するうえでは、以下の図のように製品・サービスを分類して調査を設計する
ことも離脱過程への理解を進めていくうえで有効であろう。 
図 6－2．契約型・非契約型製品・サービスの顧客関係理解の分類 
    
継続的
取引の機会
不連続
食糧雑貨の購入
通院
ホテル滞在
イベント参加
処方薬の詰め替え
慈善金の募集
非契約 契約
顧客との関係性の種類
雑誌の料金
保険
スポーツクラブの
会費
クレジットカード
学生寮の食費
携帯電話の使用
料金
 
出典：Gourville and Soman(2002),p.63.より 
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第2項 離脱過程における代替品検討プロセスの研究 
 本稿で議論してきた離脱過程での顧客の心理的・行動的な要素と影響する要因をまとめ
ると下記図表の網掛け部分のようになる。顧客が離脱を検討するのは、製品・サービスに
問題を感じ、それを解決するためだと考えられる。このように考えたときに、2 つの問題
があることが考えられる。 
図 6－3．離脱要因・離脱過程研究の全体像 
解
消
段
階
離脱段階
離脱後段階
市場要因
顧客自身の
要因
その他の
要因
製品・サービスの問題
製品・サービスの
魅力と問題を検討
製品・サービスの
魅力と問題を検討
製品・サービスの
魅力と問題を検討
離脱の決定に影響
する出来事
製品・サービス
の要因
市場要因
顧客自身の
要因
その他の
要因
実質的・精神的な
スイッチングに伴う
コスト
関係を維持すること
による便益
引
き
金
段
階
分
析
段
階
決
定
段
階
状況型
トリガー
強い怒りを
感じる
離脱行動
苦情
行動
期待・関与
再支援への肯定的もしくは否定的な気持ち
競合からの
アプローチ
スイッチや
再購買に伴う
躊躇・不安
再購買に伴う
躊躇・不安
本稿で検討してきた離脱過程の内容 本節で
提示
 
出典：Coulter and Ligas (2000) p.689.に加筆して作図 
 
① 不満がない顧客の離脱の検討 
 先行研究では、顧客が利用している製品・サービスに問題がない場合にも離脱しスイッ
チする可能性が示唆されていた。この不満がない顧客の離脱について先行研究では、顧客
の生活環境等の変化や、製品・サービス提供の倒産や事業撤退などのやむを得ない事情が
説明されていた（上図「状況型トリガー」）。この場合、顧客には離脱以外の選択肢はない。 
顧客が不満なく離脱およびスイッチを検討するという概念に近しいものとして、「特定
的探索」と「拡散的探索」がの 2 つがある。 
新倉(2005)によれば、「特定的探索」とは適度な新奇さや複雑さをもつ対象について生じ
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る対象特定的な探索行動をさし、「拡散的探索」とは刺激性に欠けた環境に対する退屈状態
からその方向性が特定化されない探索行動をさす。 
こうした顧客の探索的購買行動の要因としては、1．意思決定方略、2．状況要因、規範
要因、3．バラエティ・シーキング、4．現在の利用ブランドに対する不満、5．問題解決方
略があるとされている。 
 
1. 意思決定方略 
例えば最廉価品やセール品の購買や、クーポン券による購買の意向による
もので、代替品となる製品・サービスへの離脱（スイッチ）が想定される。 
2. 状況要因・規範要因 
在庫切れや他者の影響による離脱が想定される。 
3. バラエティ・シーキング 
ここでは新奇性を取り入れる欲求による離脱と考える。 
4. 現在利用している製品・サービスに対する不満 
不満によるこれまで議論してきた問題を原因とする離脱を考える。 
5. 問題解決方略 
顧客が抱えていた問題を解決する新製品・新サービスの登場による。 
 
 これまでの離脱過程の研究では、これらの規定要因の 2．や 4．に対する検討が中心とな
っている。1．や 5．のような代替選択肢となる競合の製品・サービスからのアプローチや、
3．で言及されているような現在、利用している製品・サービスへの飽きといったことは、
ほとんど考慮されてこなかった。 
多くの市場が成熟化し、差別化が難しくなっている今日、顧客が刺激性に欠けた環境に
対する退屈状態から探索的な行動をとり、それが離脱の検討のきっかけとなっていること
が多いように考える。これらの規定要因の影響を考慮した研究が望まれる。 
② 代替品へのスイッチや再購買時における躊躇や不安の検討 
 離脱過程に着目した先行研究は、「離脱のきっかけ－検討過程－離脱意向－離脱行動」と
いうプロセスにおける離脱意向の形成までのプロセスに着目している。これは顧客の再購
買・離脱の意向が、顧客の行動の代替として機能するという仮定による検証が行われてい
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ることが背景にある。 
 しかし、顧客が「離脱をして、再購買を決める」もしくは「離脱する前に代替品を試行
する」とった行動を決定したとしても、それが必ずしも実行されるとは限らないことが考
えられる。こうした問題は、「顧客満足－ロイヤルティ」の学習継起が研究された際にも議
論となったことである。顧客は決定したとしても、何かしらの要因によって、それを実行
しない可能性がある。契約型の取引では、契約を解消する旨を電話で連絡しようとしたが、
回線が混んでいて、そのまま忘れてしまうということもある。また、離脱をして代替品に
スイッチをする場合には、「本当に購入をしてもよいのか？」と躊躇し、再度検討すること
も予想される。 
 守口(2010)は、スーパーマーケットにおける買物客の購入中止率に関する研究や、知覚
リスクに関する研究、制御焦点理論に関する研究を参照したうえで、日常的な買い物場面
における顧客の躊躇・不安項目に対する調査を実施している。 
日常的な買い物場面を想定しているため、時間的側面からの躊躇・不安と心理的側面か
らの躊躇・不安は除外して検討されている。 
表 6-2．日常的な買い物場面消費者が感じる躊躇・不安の種類 
躊躇・不安のカテゴリー 質問項目 
機能的側面  品質や機能が期待通りではないかもしれない等の、商品の物理
的特徴という面での躊躇や不安 
 使用のチャンスが尐なそう、量が多くて余りそう等の、実際の
役立ち度という面での躊躇や不安 
 広告やパッケージに書かれている機能や品質等を信じ込み、企
業情報の過信ではないかという躊躇や不安 
 
安全性面  この商品には有害成分が含まれていそう、危なそう等、安全性
という面での躊躇や不安 
 
社会面  贅沢すぎと見られないか、逆に貧層に思われないか、年齢不相
忚と感じられないか等、他人の評価という面での躊躇や不安 
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経済面  他商品をもっと安く買えるのではないか、後でもっと安くなる
のではないか、同等品でもっと安いものがあるのではないか等、
経済面からの躊躇や不安 
機会損失面  他商品をもっとよく調べるべきではないかという情報欠如とい
う面での躊躇や不安 
 後で買った方がよいのではないかという、早とちり買いという
面での躊躇や不安 
その他  その他の躊躇や不安 
出典：守口(2010) 
 
 守口(2010)では、こうした躊躇・不安項目と、過去の購入経験のある銘柄かどうか、比
較商品があるかどうかの相関を検証している。顧客の購入経験がない場合には、機能面、
機会損失面での躊躇・不安発生率が高く、過去の製品購入経験の有無によって購買に当た
っての懸念点が変わることが指摘されている。 
また、離脱顧客のスイッチと関連する、比較商品があった場合の躊躇・不安発生率につ
いては、なかった場合に比べて、どの要因の躊躇・不安発生率も高くなることが明らかに
されている。そして、これまでの離脱過程に関する研究の多くが想定している「購入経験
がなく、比較商品のある場合」は、すべての項目が高いということが指摘されている。 
図 6-3．購入経験・比較商品の有無と躊躇・不安発生パターンとの関係 
比較商品あり 比較商品なし
購
入
経
験
な
し
購
入
経
験
あ
り
すべて高
機能面
高
すべて低
経済
面高
 
出典：守口(2010) p.55．より 
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 顧客が離脱してスイッチする場合、こうした購買に当たっての躊躇・不安の各項目の発
生率は、離脱を決めた商品・サービスに対する評価（問題に感じている内容等）や、離脱
のきっかけとなった出来事、離脱の検討過程に影響した要因などによって変わる可能性が
考えられる。 
また、顧客離脱に関する先行研究の多くが、離脱後に顧客が再度、再購買を検討する可
能性を指摘している。しかし、顧客の「離脱後の再購買」における検討プロセスに焦点を
当てて言及した研究は多くない。 
離脱顧客の再購買においては、過去の離脱経験に影響された躊躇や不安が起きることが
考えられる。企業にとって顧客を 100％維持することは、顧客の生活環境の変化など企業
にとって管理のできない要因も影響するため現実的には難しい。離脱顧客のよる再購買プ
ロセスの過程に対するさらなる研究の必要性を、今後の重要な取り組み課題として本稿の
最後に示しておきたい。 
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